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認可地縁団体について 

１ はじめに 

地域住民が自主的に組織する自治会や町内会等については、従来、法人格を有しなか

ったため、集会所等の不動産を有していても自治会・町内会等の団体名で登記ができず、

代表者等の個人名義で登記をせざるを得ませんでした。このため、財産上の様々な問題

が生じていました。 

このことから、平成３年４月２日に地方自治法（以下「法」という。）が改正され、一

定の要件のもとに、任意の団体であった自治会・町内会等が市町村長の認可を得ること

によって、法律上の権利能力を有する法人として認められることになりました。このよ

うにして認められた団体を「認可を受けた地縁による団体(略称「認可地縁団体」)」と

いいます。 

制度創設時の趣旨から、自治会・町内会等が法人格を得るためには、不動産等の保有

を前提としていましたが、自治会・町内会等の活動実態の高度化、多様化により、地域

の課題解決に向けた幅広い活動が行われるようになっていることを踏まえ、令和３年に、

地域的な共同活動が円滑に行われるよう、不動産等の保有予定の有無に関わらず法人格

を取得することが可能になりました。（令和３年１１月２６日施行） 

２ 認可の要件 

認可地縁団体となるためには、次の要件を満たしていなければなりません。 

（１）認可地縁団体になろうとする自治会・町内会等は、その区域の住民相互の連絡、

環境の整備、集会施設の維持管理等良好な地域社会の維持及び形成に資する地域

的な共同活動を行うことを目的とし、現にその活動を行っていること。 

（２）その区域が、住民にとって客観的に明らかなものとして定められていること。

自治会・町内会等が相当の期間にわたって存続している区域の現況によること。 

（３）認可地縁団体は、その区域に住所を有するすべての個人が構成員となることが

でき、現にその相当数の者が構成員となっていること。 

※相当数とは、その地域の全住民の過半数を超えることをいいます。 

（４）次の項目が記載されている規約を定めること。 

① 目 的 

認可地縁団体としての権利能力の範囲が明確にわかるよう、活動内容が具

体的に定められている必要があります。 

② 名 称 
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③ 区 域 

④ 主たる事務所の所在地 

特に事務所を設けていない場合は、集会施設の所在地又は代表者の自宅で

も構いません。なお、代表者の自宅の場合は、規約には「代表者の自宅」と

表記し、住所を記載する必要はありません。 

⑤ 構成員の資格に関する事項 

区域内に住所を有する個人が、年齢、性別等を問わず、すべて地縁団体の

構成員となり得ること及び正当な理由がない限り区域内に住所を有する個人

の加入を拒んではならないことを定めていなければなりません。 

⑥ 代表者に関する事項 

⑦ 会議に関する事項 

⑧ 資産に関する事項 

以上の項目以外は、規約に規定する義務はありませんが、その有無にかか

わらず、法の制限を受ける場合がありますので、市役所にご相談ください。 

３ 総会の議決 

認可の申請を行うためには、総会において認可を申請する旨の議決が必要になります。 

役員会、理事会等での決定は認められません。総会は、現行の規約に基づいて開催し

てください。 

４ 認可の申請 

総会において認可を申請する旨の議決を得た団体の代表者は、認可申請書（２８ペー

ジ）に次に掲げる書類を添えて、市長（市役所総務課）に申請しなければなりません。 

（１）規約 

自治会・町内会等の規約を現に定めている場合には「２ 認可の要件(４)」に

記載されている事項がもれなく規定（「地縁団体規約記載例」参照）されていな

ければなりません。万一欠けている事項がある場合には、規約の改正が必要で

す。 

（２）認可を申請することについて総会で議決したことを証する書類 

規約に定められた手続きにより開催された総会の議事録を添付してください。

議事録には、「法人化認可申請を行うこと」を総会で決議した記載と議長及び議

事録署名人の署名又は記名・押印が必要です。(コピーでも可。ただし、原本の

確認をさせていただきます。) 
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※議事録には、申請者を代表者に選出する旨の議決の内容が含まれているこ

とも必要です。 

※議事録署名人の人数は当該自治会の規約によります。 

（３）構成員の名簿 

構成員全員の氏名及び住所が記載されているものであれば、様式は問いませ

ん。 

（４）良好な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同活動を現に行っているこ

とを記載した書類 

当該年度の事業計画書、予算書及び、昨年度の事業報告書、決算書などを添

付してください。 

（５）申請者が代表者であることの書類 

（６）区域図 

地点図、住宅地図等で、規約で定める区域が確認できる図面を添付してくだ

さい。 

５ 地縁団体の認可 

市長は、認可の要件を満たした地縁団体から申請があったときは、認可をします。そ

して、その旨を申請者に通知します。 

６ 地縁団体の認可の告示 

市長は、地縁団体からの申請にもとづいて認可したときは、その旨を告示し地縁団体

台帳に記載します。 

地縁団体の認可を受けても、告示があるまでは第三者に対抗することはできません。 

告示事項は、次のとおりです。 

① 名称 

② 規約に定める目的 

③ 区域 

④ 主たる事務所 

⑤ 代表者の氏名及び住所 

⑥ 裁判所による代表者の職務執行の停止の有無並びに職務代行者の選任の有無 

（職務代行者が選任されている場合は、その氏名及び住所） 



 

4 

⑦ 代理人の有無 

（代理人がある場合は、その氏名及び住所） 

⑧ 規約に解散の事由を定めたときはその事由 

⑨ 認可年月日 

新規の認可申請から財産登記までの流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

総会開催 

受付・審査 

告示 

認可・不認可通知 

証明書の請求 

財産登記申請 

認可申請 

〇認可申請の議決 

 ①規約の改正 

 ②認可申請することの議決 

 ③申請者を代表者とすることの決議 

 ④構成員の確定 

 ⑤保有する財産の確定 

 

〇認可申請の提出書類 

①認可申請書 

②添付書類 

・規約 

・総会議事録 

・構成員の名簿 

・事業報告書等 

・代表者就任承諾書 

・区域図  など 

 

〇提出書類の確認 

・団体の要件審査 

・規約の内容審査 

〇認可告示 

〇認可地縁団体台帳作成 

〇認可・不認可の決定（通知） 

 

 

〇告示事項証明書の請求 

 

※不動産を所有する場合は、法務局へ登記申請 

□・・・自治会が実施 

□・・・市が実施 
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７ 告示事項証明書の交付請求 

告示された事項についての証明が必要な場合は、これを市長（市役所総務課）に請求

することができます。この証明の申請は、告示事項証明書交付請求書（３７ページ）を

提出し、手数料の納付（１通につき３００円）が必要になります。 

例）不動産登記時などに必要となります。 

８ 地縁団体の印鑑登録、証明 

認可を受けた地縁団体の代表者（職務代行者、仮代表者、特別代理人、精算人が選任

されている場合、これらの者も可）は「対馬市認可地縁団体の印鑑の登録及び証明に関

する条例」に基づき、市役所総務課で、地縁団体の印鑑を登録することができます。 

印鑑登録証明が必要な場合は、登録者は認可地縁団体印鑑登録証明書交付申請書（７

４ページ）を提出し、手数料の納付（1通につき３００円）が必要になります。 

例）抵当権設定時などに必要となります。 

９ 規約変更の認可の申請 

認可地縁団体の代表者は、規約に変更があるときは、規約変更認可申請書（３９ペー

ジ）に、次に掲げる書類を添えて、市長（市役所総務課）に申請し、認可を受けなけれ

ばなりません。 

（１）規約の変更の内容及び理由を記載した書類 

（２）規約変更を総会で議決したことを証する書類（総会議事録:議長及び議事録署名

人の署名又は記名・押印が必要。コピーでも可。） 

※ 規約の変更にあたっては、事前に市役所総務課にご相談ください。 

10 規約変更の認可 

地縁団体の規約を変更するときは、変更について市長の認可を受けなければ第三者に

対抗することができません。市長は、申請に基づいて、規約変更の認可をしたときは、

その旨を申請者に通知します。 

11 告示事項の変更の届出 

認可地縁団体の代表者は、告示された事項に変更があったときは、告示事項変更届出

書（３８ページ）に、告示事項に変更があった旨を証する書類を添えて、市長に届け出

なければなりません。 
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市長は、告示内容の変更を受けたときは、変更のあった事項について告示します。そ

れまでは、変更のあった内容について、第三者に対抗することはできません。 

 

 

 

規約の変更及び告示事項変更の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

〇告示事項変更の議決 

 

 

 

 

〇告示事項変更届出書 

添付書類 

・規約 

・総会議事録 

 

 

 

 

〇提出書類の確認 

 

 

 

〇変更の告示 

総会開催 

受付・審査 

通知 

認可申請 

〇規約変更の議決 

 

 

 

 

〇規約変更認可申請書 

添付書類 

・規約 

・規約変更の内容及び 

理由を記載した書類 

・総会議事録 

 

 

〇提出書類の確認 

 

 

 

〇認可・不認可の決定 

□・・・自治会が実施 

□・・・市が実施 

総会開催 

受付・審査 

告示 

届出 
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12 認可の取り消し 

認可を受けた地縁による団体が、「認可の要件」のいずれかを欠くこととなったときも

しくは不正な手段によって認可を受けたことが判明したときは、認可を取り消されるこ

とがあります。 

13 解散 

（１）解散届の提出 

認可を受けた地縁による団体が、下記のいずれかに該当するとき、認可地縁

団体は解散します。 

解散は、解散届出書（４６ページ）に解散を総会で議決したことを証する書

類を添えて、市長（市役所総務課）に提出しなければなりません。（合併による

場合は除く。） 

① 規約に定めた解散事由が発生したとき 

② 破産したとき 

③ 認可を取り消されたとき 

④ 構成員の４分の３以上承諾のある総会の決議があったとき 

（規約に別段の定めがある場合を除く） 

⑤ 構成員が欠けたとき 

⑥ 合併により認可地縁団体が消滅するとき 

 

＜＜解散届出書の提出前に認可地縁団体で行うこと＞＞ 

●総会の開催 

① 解散することについての決議【法 260条の 20第４号】 

② 財産を処分することについての決議【規約】 

③ 財産（資産・負債）の帰属先についての決議【法 260条の 31】 

④ 清算の手続きについての決議 

・清算人の選任【法 260条の 24】 

・公告の手続き【法 260条の 28】 

⑤ 任意団体としての設立に関する決議（この部分は別の総会でもよい） 
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・代表者（会長）・役員選出 ※任意団体として活動を継続する場合 

・規約の制定 

・事業計画案、予算案など 

（２）解散告示 

市長は、解散届出書を審査し認められれば、その旨を告示し、地縁団体台帳

に記載するとともに、申請者（地縁団体）に対して「地方自治法 260 条の 2 に

基づく地縁による団体の解散について（通知）」により通知します。 

告示事項は、次のとおりです。(破産及び合併による場合を除く。) 

① 名称 

② 区域 

③ 主たる事務所 

④ 清算人氏名及び住所 

⑤ 解散の事由 

⑥ 解散年月日 

 

＜＜清算人による清算手続き（地方自治法 260条の 24～32）＞＞ 

※ 清算人は、解散後、知られざる債権者に解散する旨を告げ、清算できるようにすみ

やかに公告しなければなりません。 

認可地縁団体の解散の公告は、「政府や各府省が国民に広く知らせるために発表する公

文や公告、会社法による法定公告等の記事が掲載されている官報」で行うこととされて

います。公告の方法や掲載料金については、官報販売所で取扱いされています。 

 

＜長崎県官報販売所＞ 

〒850-0862 長崎県長崎市出島町５－１５ 

TEL ０９５－８２２－１４１３ FAX ０９５－８２２－１７４９ 

 

（３）残余財産の処分の申請 

財産の帰属先を規約で指定してない場合は、残余財産の処分の認可を得る必

要がありますので、清算人は、「残余財産処分認可申請書」（４７ページ）に以

下の書類を添えて、市長（市役所総務課）に提出しなければなりません。 

① 財産目録（４８ページ） 
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② 残余財産処分方法書（４９ページ） 

③ 同意書（５０ページ） 

④ 残余財産の処分について総会で議決したことを証する書類 

（４）残余財産処分の認可・通知 

市長は、残余財産の処分の申請に基づいて、残余財産の処分を認可し、申請

者（清算人）に「残余財産処分認可通知書」により通知します。 

（５）清算結了届出 

清算人は、すべての清算手続きが完了したときは、清算結了届出書（５１ペ

ージ）に必要に応じ、以下の書類を添えて、市長（市役所総務課）に提出しな

ければなりません。 

① 清算書 

② 受領書 

③ 解散通知書 

（６）清算結了告示 

市長は、清算結了届出書に基づき、清算結了について告示し、地縁団体台帳

に記載するとともに、申請者（精算人）に「地方自治法 260 条の 2 に基づく地

縁による団体の清算結了について（通知）」により通知します。 

告示事項は、次のとおりです。 

① 名称 

② 区域 

③ 主たる事務所 

④ 清算人氏名及び住所 

⑤ 清算結了年月日 
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認可の取消・解散手続きの流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

総会開催 

告示 

清算手続き 

清算結了届 

告示 

解散届 

〇解散の決議 

財産処分の決議 

財産の帰属先の決議 

清算の手続きについての決議 

 清算人の選任 

 公告の手続き 

 

〇解散届出書の提出 

・総会議事録 

 

〇提出書類の確認 

〇解散手続き告示 

 

〇公告を官報に掲載する 

 

〇財産の帰属先を規約で指定していない場合 

 残余財産処分許可申請書 

 残余財産処分方法 

 財産目録 

 同意書 

 総会の議事録 

 

〇処分の認可・通知 

 

〇清算書作成 

〇受領書作成 

 

〇清算結了届出書 

清算書 

受領書 

 

〇清算結了手続きの告示 

 

□・・・自治会が実施 

□・・・市が実施 

残余財産の処分申請 

処分の認可 

残余財産の処分 
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14 合併 

認可地縁団体は、同一市町村内の他の認可地縁団体と合併することができます。 

合併しようとする各認可地縁団体は、連携して地域的な共同活動を現に行っているこ

とが必要であり、１ページ「２ 認可の要件」を満たしていなければなりません。 

合併後存続する認可地縁団体又は合併により設立した認可地縁団体は、合併により消

滅した認可地縁団体の一切の権利義務を承継します。 

新設合併の場合は、規約の作成その他認可地縁団体の設立に関する事務は、各認可地

縁団体において選任した者が共同して行わなければなりません。※選任方法は任意。 

（１） 総会の決議 

合併しようとする認可地縁団体は、それぞれの総会において、合併の認可を

申請することについての決議が必要になります。（総構成員の４分の３以上の賛

成を得る必要があります。ただし、規約に別段の定めがあるときはこの限りで

はありません。） 

吸収合併の場合で、合併により存続する認可地縁団体は、あわせて規約変更

を総会で議決する必要があります。 

（２） 認可の申請 

合併しようとする各認可地縁団体の代表者は、認可申請書（４４ページ）に

次に掲げる書類を添えて、市長（市役所総務課）に提出しなければなりません。 

なお、吸収合併の場合は、合併により存続する認可地縁団体は合併の申請と

合わせて規約変更の認可申請も行う必要があります。 

① 合併後の認可地縁団体の規約 

「２認可の要件(４)」に記載されている事項がもれなく規定（「地縁団体規

約記載例」参照）されていなければなりません。 

② 認可を申請することについて各認可地縁団体の総会で議決したことを証する

書類 

規約に定められた手続きにより開催された総会の議事録を添付してくださ

い。議事録には、「合併の認可申請を行うこと」を総会で決議した記載と、議

長及び議事録署名人の署名又は記名・押印が必要です。(コピーでも可。ただ

し、原本の確認をさせていただきます。) 

※議事録には、合併後の認可地縁団体の代表者選出に関する議決の内容が

含まれていることも必要です。 

※議事録署名人の人数は各認可地縁団体の規約によります。 

③ 合併後の認可地縁団体の構成員の名簿 

構成員全員の氏名及び住所が記載されているものであれば、様式は問いま
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せん。 

④ 良好な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同活動を現に行っている

ことを目的とし、合併しようとする各認可地縁団体が連携して当該目的に資

する活動を現に行っていることを記載した書類 

例えば、以下のものが考えられますがこれらに限られるものではありませ

ん。 

・ 合併しようとする認可地縁団体が合併に向けて合同で行った打合せの

議事録 

・ 合併しようとする認可地縁団体が合併を見据えて合同で実施した地域

的な共同活動（例えば地域の清掃など）の活動記録 

⑤ 合併しようとする各認可地縁団体の規約 

⑥ 申請者が、合併しようとする各認可地縁団体の代表者であることを証する書

類（代表者について告示した官報の写しなど） 

⑦ 区域図 

地点図、住宅地図等で、規約で定める区域が確認できる図面を添付してく

ださい。 

（３）合併後の地縁団体の認可 

市長は、認可の要件を満たした認可地縁団体から申請があったときは、合併

の認可をします。そして、その旨を申請者に通知します。 

（４）合併に係る債権者保護手続（地方自治法２６０条の４０～４１） 

認可の通知のあった日から２週間以内に、財産目録を作成し、事務所に備え

置くとともに、債権者に対し、合併に異議があれば一定の期間（２か月以上）

内に述べるべきことを公告し、かつ、判明している債権者に対しては、各別に

これを催告しなければなりません。 

＊債権者による期間内の異議がなければ、合併を承認したものとみなします。 

＊債権者による異議があれば、団体は債権者に弁済等をしなければなりませ

ん。 

（５）債権者保護手続終了の届出 

（４）の手続きが終了した後、合併する各認可地縁団体は共同して合併に係

る債権者保護手続終了届出書（４５ページ）に、別添書類を添えて、市長（市

役所総務課）に届け出なければなりません。 

（６）合併の告示 

市長は、届出を受理後、認可地縁団体の合併を認可した旨を告示し地縁団体
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台帳に記載します。合併の認可を受けても、告示があるまでは、第三者に対抗

することはできません。 

吸収合併の場合の、合併により存続する認可地縁団体の規約変更の認可も同

日付で行います。 

15 地縁団体の留意事項 

（１）認可地縁団体の構成員は、その区域内に住所を有する個人に限られていますが、

様々な支援を受ける関係から、区域内に所在地を有する法人、組合等の団体が賛

助会員等になることは、差し支えありません。 

（２）認可地縁団体は、特定の政党のために活動してはいけません。 

（３）認可地縁団体は、良好な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同活動を

行うことを目的とするものであり、営利活動を目的とするものではありません。 

（４）認可地縁団体が、仮に本来の活動に付随して営利活動を行う場合においても、

規約に定める目的を達成させるために必要な限りにおいて行うものとしなければ

なりません。 

16 総会の開催省略について 

認可地縁団体の事務は、規約で代表者その他の役員に委任したものを除き、すべて総

会の決議によって行うこととされていますが、地方自治法第 260 条の 19 の２において、

総会を開催せず書面又は電磁的方法による決議を行うことについて規定されました。（令

和４年８月２０日施行） 

 

（地方自治法第 260条の 19の２ 第１項） 

法律又は規約により総会において決議すべき場合において、総会を開催せずに書面又

は電磁的方法による決議を行うことについて、決議事項の内容と決議方法（電磁的方法

による決議をしようとするときは、その用いる電磁的方法の種類及び内容も含む。）を示

したうえで構成員に確認し、全員の承諾が得られた場合には、総会を開催せずに、決議

事項についての賛否を問い、書面又は電磁的方法により決議を行う。なお、この場合は

通常どおりの決議要件が適用される。 

（地方自治法第 260条の 19の２ 第２項） 

法律又は規約により総会において決議すべき事項について、構成員全員の書面又は電

磁的方法による合意があり、当該決議事項について構成員全員の賛成の意思が確認でき

た場合には、当該合意をもって書面又は電磁的方法による決議があったものとみなされ

る。 
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※第１項と第２項の違い 

第１項は、計２回構成員の意思を確認する必要がありますが、通常の議決要件が適用

されるため、必ずしも全員の賛成がなくとも可決することができます。第２項は１回の

意思確認で足りますが、全員の賛成がなければ可決することができません。 

なお、法第 260条の 19の２第１項又は第２項に基づき、総会を開催することなく書面

又は電磁的方法による決議を行った場合は、「総会で議決したことを証する書類（例：総

会の議事録）」に代えて、「書面又は電磁的方法により議決したことを証する書類（例：

書面表決の結果に関する構成員への周知文書）」などを提出してください。 

17 不動産に係る登記の特例 

平成２７年４月１日より、認可地縁団体が所有する不動産のうち一定の要件を満たす

ものについて、市町村長が公告手続きを経て「公告の結果(承諾)の情報提供について」

の通知をすることにより、認可地縁団体が単独で当該認可地縁団体を登記名義人とする

当該不動産の所有権の保存又は移転の登記の申請をすることが可能となりました。（地方

自治法 260条の 46及び第 260条の 47関係） 

認可地縁団体が所有する不動産に係る登記の特例(以下「特例制度」という。)は、認

可地縁団体から市町村長への申請に基づいて行われるもので、市町村長は、申請の際に

当該認可地縁団体から提出される不動産の所有状況等に関する疎明資料を確認し、当該

申請を相当と認める場合に公告手続きに移るものです。 

また、地方自治法（以下「法」という。）第 260条の 2第 1項の市町村長の認可を受け

ていない地縁団体が特例適用の対象となる不動産を有する場合にあっては、同項の認可

を受けたうえで、特例申請が可能となります。 

（１）特例制度を申請することのできる認可地縁団体 

以下の条件を満たしている認可地縁団体に限り、当該認可地縁団体が単独で

所有権の保存又は移転の登記を申請するために、公告手続を行うことができま

す。 

＜特例制度要件＞ 

① 不動産を所有している 

② 不動産を 10年以上所有の意思をもって平穏かつ公然と占有している 

③ 不動産の表題部所有者又は所有権の登記名義人の全てが認可地縁団体の構成

員又はかつて構成員であった者である 

④ 不動産の登記関係者（表題部所有者、所有権の登記名義人、これらの相続人）

の全部又は一部の所在が知れない 

※ ただし、法 260条の 2第 1項の市長の認可を受けていない地縁団体が特例適用
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の対象となる不動産を有する場合にあっては、同項の認可を受けたうえで、

特例適用の申請を行うことができます。（申請方法は２ページ「４ 認可の申

請」参照） 

（２）特例制度の申請 

団体の代表者は、「所有不動産の登記移転等に係る公告申請書」（４０ページ）

に次に掲げる書類を添えて、市長（市役所総務課）に申請しなければなりませ

ん。 

なお、２以上の区にまたがる地縁団体においては、主たる事務所が所在する

市役所総務課へ申請書を提出してください。 

① 所有不動産の登記移転等に係る公告申請書（４０ページ） 

申請不動産に関する事項については、登記事項証明書の記載事項と同じ内

容を記載してください。 

② 所有権の保存又は移転の登記をしようとする不動産の登記事項証明書 

③ 申請不動産に関し、地方自治法第 260条の 46第 1項に規定する申請をするこ

とについて総会で議決したことを証する書類 

特例制度の申請をすることについて議決した総会の議事録で、議長及び議

事録署名人の署名又は記名・押印がなされたものを提出してください。(コピ

ーでも可。ただし、原本の確認をさせていただきます。) 

④ 申請者が代表者であることを証する書類 

申請人が代表者であることを確認できる書類を提出してください。例えば、

申請者が代表者である旨の議決を行った総会の議事録（議長及び議事録署名

人の署名又は記名・押印がなされたもの）や、構成員名簿、役員名簿等です。 

⑤ 地方自治法２６０条の４６第１項各号に掲げる事項を疎明するに足りる資料

以下 内に記載している１）から３）について、それぞれの事項を疎明する書

類を提出してください。 

 

【疎明資料】 

１） ① 不動産を所有している（法第 260条の 46第 1項第 1号） 

② 不動産を 10年以上所有の意思をもって、平穏かつ公然と占有している 

（法第 260条の 8第 1項第 2号） 

不動産所有の事実及び不動産を 10 年以上所有している事実について疎明

するため、以下の書類Ａ及び、ＢからＦのいずれか(※1)の資料を提出してく

ださい。ただし、書類Ａについては、申請不動産の所有又は占有に係る事実

が記載されたものがない場合は必要ありません。 
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なお、民法第 186条の規定により、本件申請時点とその 10年以上前の時点

における占有事実の確認をする必要があるため、ＢからＦのいずれかの書類

において、２時点分の確認ができる資料が必要となります。 

Ａ 事業報告書（申請不動産の所有又は占有に係る事実が記載されたもの） 

Ｂ 公共料金の支払領収書 

Ｃ 閉鎖登記簿(※2)の登記事項証明書又は謄本 

Ｄ 旧土地台帳(※3)の写し 

Ｅ 固定資産税の納税証明 

Ｆ 固定資産税課税台帳の記載事項証明書 等 

※1 ＢからＦの書類の宛先又は名義が認可地縁団体の構成員又はかつて当該

認可地縁団体の構成員であった者となっている場合には、その趣旨が当該

認可地縁団体を宛先又は名義とすることができなかったために、便宜上、

上記のような宛先又は名義になっていることについて、確認させていただ

きます。 

※2 閉鎖登記簿について…現在、登記所の大半はコンピュータ化され、従来の

紙の登記簿は、現在では磁気ディスクの登記簿へ置き換えられています。

しかし従来の紙の登記簿は、従来どおり登記所に閉鎖登記簿として保管さ

れており、希望すれば閲覧や写し（謄本）の交付を受けることができます。 

※3 旧土地台帳とは…明治２０年頃から昭和１２年頃までに利用された、土地

の所有者等の諸情報を記録した台帳で、各地の法務局に保管されています。 

上記書類の入手が困難な場合は、以下の書類Ｇのいずれか及びＨの書類を提

出してください。なお、様式は任意です。 

Ｇ 申請不動産を所有又は占有していることについて、 

・申請不動産の隣地の所有権の登記名義人の証言を記載した書面 

・申請不動産の所在地に係る地域の実情に精通した者の証言を記載した書面 

・占有及び利用状況を証する写真 等 

Ｈ 上記資料の入手が困難な理由書 

２） ③ 不動産の表題部所有者又は所有権の登記名義人の全てが認可地縁団体の構成

員又はかつて構成員であった者である（法第 260条の 46第 1項第 3号） 

当該不動産の登記関係者の全てが認可地縁団体の構成員又はかつて構成員

であった者であるということを疎明するために、以下の書類ＡからＣのいず
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れかを提出してください。 

Ａ 認可地縁団体の構成員名簿 

Ｂ 市役所総務課が保有する地縁団体台帳 

Ｃ 墓地の使用者名簿（申請不動産が墓地である場合） 等 

上記書類の入手が困難な場合は、以下の書類Ｄ及びＥを提出してください。

なお、様式は任意です。 

Ｄ 申請不動産の表題部所有者又は所有権の登記名義人の全てが認可地縁団体

の構成員又はかつて当該認可地縁団体の構成員であったものであることに

ついて、申請不動産の所在地に係る精通者等の証言を記載した書面 

Ｅ 上記資料の入手が困難な理由書 

３） ④ 不動産の登記関係者（表題部所有者、所有権の登記名義人、これらの相続人）

の全部又は一部の所在が知れないこと（法第 260条の 46第 1項第 4号）不動産

の登記関係者の全部又は一部の所在が知れないということを疎明するために、

以下の書類ＡからＣのいずれかを提出してください。 

Ａ 登記記録上の住所の属する市区町村の長が、当該市区町村に登記関係者の

「住民票」及び「住民票の除票」が存在しないことを証明した書面 

Ｂ 登記記録上の住所に宛てた登記関係者宛の配達証明付き郵便が不到達であ

った旨を証明する書面 

Ｃ 申請不動産の所在地に係る精通者等が、登記関係者の現在の所在地を知ら

ない旨の証言を記載した書面 

※ なお、全部又は一部の所在が知れないことは、全部の所在が知れてい

ること以外はすべて含まれることとなるため、登記関係者のうち少なくとも

一人について、所在の確認を行った結果、所在が知れないことを疎明するに

足りる資料を添付できれば当該要件を満たす。 

この場合において、認可地縁団体が、当該事項を疎明するに当たっては、

所在が判明している登記関係者から、特例制度の申請を行うことの同意書を

得ておくことが望ましい。 

（３）公告手続き及び期間 

ア 公告手続 

提出された申請書類により、法２６０条の４６第１項各号の「要件」を満

たしているかどうか市において確認を行い、要件を満たしている場合、公告

手続が行われます。 

なお、確認できなかった場合は、申請者に対して公告申請書の返還が行わ
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れます。 

イ 公告期間 

３ケ月間とします。 

（４）異議申し出について 

特例措置の申請に対して、則第２２条の３第１項第４号に基づき異議を述べ

ることができます。その期間及び方法については、以下のとおりとなります。 

① 異議を述べることができる範囲 

申請不動産の表題部所有者若しくは所有権の登記名義人若しくはこれらの

相続人又は申請不動産の所有権を有することを疎明する者。 

② 期間 

公告が行われている期間内とします。 

③ 申立て 

市役所総務課が申請不動産の登記移転等に係る異議申出書（４１ページ）

に、以下の書類を添えて、市長（市役所総務課）に提出しなければなりませ

ん。申出書への添付が必要な資料は、登記関係者の別により異なり、次の表

のとおりです。 

 

登記関係者等の別 登記関係者等である旨 
申請書に記載され 

た住所及び氏名 

表題部所有者又は所有権の 

登記名義人 
登記事項証明書 

住民票の写し 

戸籍の附票の写し 

表題部所有者又は所有権の 

登記名義人の相続人 

登記事項証明書 

戸籍謄抄本 

所有権を有することを疎明 

する者（※） 

所有権を有することを疎明 

するに足りる資料 

※ 原則として、「申請不動産の所有権を有することを疎明する者」は、登

記関係者以外の者でなければなりません。 

また、登記関係者の別につては、異議を述べる者において、申出書様式中

「２異議を述べる登記関係者等の別」に必ず記載（該当する項目にチェック）

してください。 

④ 資格要件の審査 

異議申し立てがあった場合は、市において、異議を申述した者に係る資格

要件の確認を行い、資格が認められた場合は、当該申出書に記載された事項

について、その後の当事者間での協議等を円滑にするため、市から認可地縁

団体に公告結果（異議申出あり）通知書で通知がなされます。 



 

19 

（５）公告結果の情報提供 

公告期間内に異議申し立てがなかった場合は、市から「公告結果（承諾）の

情報提供について」により、当該申請を行った認可地縁団体に対し、情報提供

が行われます。 

（６）登記 

認可地縁団体は、市から「公告結果（承諾）の情報提供について」の通知を

受けた場合は、特例措置の対象となる不動産を管轄している法務局において、

必要な手続きを行うことができます。 

（７）その他 

認可地縁団体の不動産登記の特例制度は、認可地縁団体が所有する不動産に

ついて、その所有権の移転登記を可能とするものですが、不動産登記は対抗要

件としての公示制度と位置づけられるものであり、当該不動産の有無を確定さ

せるものではありません。 
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不動産に係る登記の特例制度申請の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

総会開催 

審査 

申請 

〇登記の特例に関する申請についての議決 

 

 

〇所有不動産の登記移転等に係る公告申請書 

 ・登記事項証明書 

 ・総会議事録 

 ・申請者が代表者であることの証明書類 

・登記の特例を受けるための一定要件を満

たしていることを疎明するに足りる書類 

 

※審査の結果、申請が不適合の場合は、申請

書の返却 

 

公告期間は、３か月 

□・・・自治会が実施 

□・・・市が実施 

公告結果の情報提供 

登記申請 

公告 

異議がなかった場合 異議があった場合 

異議申出者の確認 

無関係者の場合 登記関係者等の場合 

公告手続きの中止 

異議申出者の要件 

・不動産の登記関係者（表題部

所有者、所有権の登記名義人、

これらの相続人） 

・不動産の所有権を有すること

を疎明する者 
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18 認可地縁団体の各種税金について 

（１）法人の設立届について 

認可を受けた地縁団体は法人格を有するため、下記の書類を提出しなければ

なりません。 

提出先 
提 出 書 類 

収益事業を行わない場合 収益事業を行う場合 

厳原税務署 

－ ・法人設立届出書 

・収益事業開始届出書 

（収益事業開始の届出） 

対馬振興局 

税務課 

・法人の設立等に関する

申告書 

 （設立の届出） 

・法人の設立等に関する申告書 

 （収益事業開始の届出） 

市役所 

税務課 

・法人の設立（設置）及び

異動等の届出書 

・法人の設立（設置）及び異動

等の届出書 

※設立届出の際に県税事務所、市役所税務課に提出する書類として、申告書

のほか、認可書の写し、規約の写しが必要です。また、書類に押印する印鑑は

団体の印鑑になります。必要な書類等は、各機関にお問い合わせください。 

 

（２）認可地縁団体への課税 

認可地縁団体は下表のとおり納税の義務を負います。ただし、「税目」や「収

益事業の状況」（固定資産税については、その不動産の用途）によって減免措置

が適用となる場合があります。 

税 目 
認可地縁団体 

問い合わせ先 
収益事業を行わない場合 収益事業を行う場合 

国
税 

法人税 非課税 課税 厳原税務署 

登録免許税 

（登記の際） 

課税 課税 長崎地方法務局 

対馬支局 

県
税 

法人県民税 法人税割：非課税 

均等割：課税 

※減免措置あり 

法人税割：課税 

均等割：課税 

対馬振興局 

税務課 

法人事業税 非課税 課税 

不動産取得税 課税  ※減免措置あり 課税 

市
税 

法人市民税 法人税割：非課税 

均等割：課税 

※減免措置あり 

法人税割：課税 

均等割：課税 

対馬市役所 

税務課 

 

固定資産税 課税 

※減免措置あり 

課税 

※減免措置あり 

対馬市役所 

税務課 
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（３）法人市民税の減免について 

収益事業を行わない認可地縁団体については、毎年対馬市に「法人市民税減

免申請書」（認可地縁団体の代表者に郵送されます）を納期限の前日までに提出

することで、法人市民税の減免を受けることができます。 

 

（４）法人の異動等の届について 

法人の設立届の提出以降に法人の届出事項に異動があった場合には、名称、

事務所の所在地、代表者の氏名及び住所等の異動事項を記入した「法人の設立

（設置）及び異動等の届出書」を提出してください。また、「告示事項変更届出

書」もあわせて提出ください。 

 

※地縁団体の「収益事業」の範囲については「法人税法施行令第５条」で下

記のとおり定められています。個々の事例が収益事業に該当するかについては、

厳原税務署までお問合わせください。  

 

収益事業 

1 物品販売業 13 写真業 25 美容業 

2 不動産販売業 14 席貸業 26 興行業 

3 金銭貸付業 15 旅館業 27 遊技所業 

4 物品貸付業 16 料理店業 28 遊覧所業 

5 不動産貸付業 17 周旋業 29 医療保健業 

6 製造業 18 代理業 30 教授 

7 通信業 19 仲立業 31 駐車場業 

8 運送業 20 問屋業 32 信用保証業 

9 倉庫業 21 鉱業 33 所有権や著作権の譲渡又は提供 

10 請負業 22 土砂採取業 34 労働者派遣業 

11 印刷業 23 浴場業 
 

12 出版業 24 理容業 
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19 認可地縁団体についてのＱ＆Ａ 

 

Ｑ１ 不動産等を保有していなくても、地縁による団体として認可の対象となりますか？ 

Ａ１ 地方自治法第２６０条の２第１項に規定されている認可の目的は、「地域的な共同活

動を円滑に行うことができるようにするため」となっており、不動産などを保有する

目的がない地縁による団体であっても認可の対象になります。 

Ｑ２ 認可を受けようとする地縁団体の保有財産の一部に宗教的色彩の強い財産を保有し

ていても認可の対象になりますか？ 

Ａ２ なります。地縁による団体は、いわゆる公共団体ではなく、「町又は字の区域その他

市町村内の一定の区域に住所を有する者の地縁に基づいて形成された団体」ですので、

宗教的活動の禁止や宗教上の組織等に対する支出の制限を定めた憲法上の規定（第２

０条第３項、第８９条）との関係が生じることはありません。 

Ｑ３ 不動産を取得する場合には法人格の取得は義務ですか？ 

Ａ３ 義務ではありません。町内会等で必要性を十分に協議したうえで決定してください。 

Ｑ４ 個人単位でなく、世帯単位を構成員としている地縁による団体は認可の対象となり

ませんか？また、個人を構成員としていても、表決権を世帯単位で１票とすることは

できませんか？ 

Ａ４ 認可を受けた地縁による団体の構成員は、個人としてとらえることとなっており、

世帯でとらえることはできませんので、会員は各々１個の表決権を有することとなり

ます。 

ただし、世帯単位で活動し意思活動を行っていることが沿革的にも地域社会におい

ても是認され、そのことが合理的であると認められる事項に限り、構成員の表決権を

世帯単位で平等なものとして「所属する世帯の構成員数分の１票（世帯で１票になる

計算）」とする旨を規約に定めることは可能であると解されます。 

（規約例に詳細を記述） 

Ｑ５ 会員は個人とありますが、会費の支払いはどうなるのでしょうか？ 

Ａ５ 従来どおり、世帯単位で徴収するのが一般的であると考えられます。 

Ｑ６ 未成年者を構成員から除外することは可能でしょうか？ 

Ａ６ 地縁による団体の構成員は、区域に住所を有する個人であり、区域に住所を有する

こと以外に年齢、性別、国籍等の条件をつけることができないとされています。 

したがって、未成年者を構成員から除外することはできません。 

ただし、その地域に住所を有するすべての人（町内会等未加入世帯、子ども、外国

人等を含む）のうち、過半数が構成員となっていれば、必ずしもすべての未成年者を

構成員とすることは必要ではありません。 

Ｑ７ 構成員の名簿には、世帯主だけではなく、世帯員であれば、生まれたばかりの子ど

もも記載する必要があるのでしょうか 

Ａ７ Ｑ４、Ｑ６のとおり、生まれたばかりの赤ちゃんであっても基本的には記載する必
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要があります。ただし、実際にはその区域のすべての個人（町内会等未加入世帯、子

ども、外国人等を含む）が加入していなければ認可されないわけではなく、区域の住

民の過半数の加入があれば認可されるため、必ずしも名簿に記載しなければならない

ということではありません。 

Ｑ８ 子どもの意思はどのように確認するのでしょうか？ 

Ａ８ 未成年者・幼児の表決権の行使については、民法の規定にしたがって、法定代理人

（親権者）の同意を要することになります。 

Ｑ９ 認可申請時に提出する構成員名簿には何を記入すればよいですか？ 

Ａ９ 構成員の氏名・住所のみを記載したものでよく、年齢、性別、電話番号等は必要あ

りません。また、自署である必要はありません。 

Ｑ10 構成員名簿は毎年（あるいは変更がある場合）市に提出する必要があるのでしょう

か？ 

Ａ10 ありません。ただし、総会での議決にあたり、会員数の把握が必要となることから、

構成員に変更があるごとに町内会等で手入れをする必要があります。 

Ｑ11 事業報告書や収支決算書などの総会の資料は、毎年市に提出する必要があるのでし

ょうか 

Ａ11 ありません。ただし、代表者の変更など、告示事項の変更が行われた際に、告示事

項変更届出書と一緒に、参考資料として提出していただくことはかまいません。 

Ｑ12 法人格を取得するまでの期間はどのくらいでしょうか？ 

Ａ12 規約変更には総会の開催が必要になるため、市へ申請するまでの準備期間としては、

半年から１年が標準的な期間のようです。市では、予め町内会等と十分に協議・準備

した後、申請を受け付けますので、申請が行われてからは１～２週間以内で地縁によ

る団体として認可します。 

Ｑ13 町内会等の通常の運営も変わるのでしょうか？また、表決の方法で注意すべきこと

はありますか？ 

Ａ13 認可地縁団体の構成員は、個人としてとらえられることになるので、個人が各々１

個の表決権をもつことになります。したがって、法人化前後で会員数に変化があると

考えられ、その結果、定足数と表決権にも変化があると思われることから、総会にお

ける表決権の行使にあたっては、この点に十分注意する必要があります。 

また、各個人の表決について、他の会員に意思表示を委任する場合には、世帯の代

表者または会員に、委任状等により委任することになります。このとき、委任状等で

は、代理人に一切の権限を委任することもできますし、総会に提案される議案のそれ

ぞれについて、賛成・反対の意思を表示した委任を行うこともできると考えられます。

いずれの方法を取るかは各認可地縁団体に委ねられますが、会員一人ひとりの表決権

の行使を妨げることのないように留意する必要があります（次ページに委任状、議決

権行使書の例を記載）。 
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例１ 

 

委 任 状 

 

 

下記の会員は、 ○○○○を代理人と定め、下記事項を委任いたします。 

 

記 

 

○○年度○○会定期総会の議案に関すること 

 

年  月  日    

 

委任会員名          印   

 

 

 

 

 

例２ 

 

議決権行使書 

 

私は、○○年度○○会定期総会の議案につき、下記のとおり議決権を行使します。 

 

 

第１号議案 （ 賛 ・ 否 ） 

第２号議案 （ 賛 ・ 否 ） 

第３号議案 （ 賛 ・ 否 ） 

第４号議案 （ 賛 ・ 否 ） 

第５号議案 （ 賛 ・ 否 ） 

 

年  月  日    

 

氏名          印   
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Ｑ14 法人格を取得すると市の管理下におかれるのでしょうか？ 

Ａ14 市は町内会等が権利義務の主体となるための必要な要件を満たしているかを確認す

るもので、指揮監督下におくものではありません。また、認可後についても、認可地

縁団体が行う活動について、市長は一般的監督権限を持ちません。 

Ｑ15 構成員が、死亡、転出等により退会する際に、地縁による団体の保有する資産につ

いて持分の返還を主張することはできますか？ 

Ａ15 地縁による団体の性格を勘案すると、「持分権」を想定することは適当でなく、持分

の返還を主張することはできないものと解されます。 

Ｑ16 法人格を得るまでの手続きにお金はかかるのでしょうか。 

Ａ16 市に対する法人格を得るための手続きにお金はかかりません。ただし、認可後、不

動産登記等を行う際に、当該団体が認可地縁団体であることを法務局に示すために必

要となる証明書（市が交付）の交付には手数料がかかります（１通につき３００円）。 

また、不動産登記については、通常の不動産登記と同様の登録免許税がかかります。 

Ｑ17 現在町内会等の不動産が住民の共有になっていますが、地縁による団体として認可

されるには、持分権を有さず新しく会に入会してきた住民も会員になれると聞きまし

た。そうなると、その財産について、それらの住民にも「権利」がもたらされ、自ら

の持分を失ってしまうのでしょうか？ 

Ａ17 当該不動産は本来的に町内会等の財産であり、それが不動産登記された時点では、

認可地縁団体の制度がなかったことから、やむを得ず会員の共有登記にしたものと思

われます。従って、それらの財産は登記簿上所有権者となっている者の純粋な個人資

産ではありません。 

それゆえ、単に委任を受けて、見かけ上持分権があるように不動産登記されている

だけであり、本来の所有権者である町内会等の名義で不動産登記され、その財産の処

分等については、認可地縁団体の会員全員で決していくべきものと言えます。 

Ｑ18 地方自治法第 260 条の 18 第 3 項に規定される電磁的方法による表決とは具体的に

何を指しますか 

Ａ18 具体的には、電子メールなどによる送信、Webサイト、アプリケーションを利用した

表決、磁気ディスク等に記録して、当該ディスク等を交付する方法などが考えられま

す。 

これは、いずれの方法についても、受信者がファイルへの記録を出力することによ

り書面を作成することができるものでなければならないものとするためです。 

Ｑ19 電磁的方法による表決を行うためには、「規約又は総会の決議」が必要となりますが、

すでに規約に書面や代理人による表決の規約がある場合に規約の改正は必要なのでし

ょうか？ 

Ａ19 地方自治法第 260条の 18第 4項の規定により規約が優先的に適用されるため、電磁

的方法による表決ができる旨の追記が必要となります。 

なお、現行の規約に書面や代理人による表決の規定がない場合において電磁的方法

による表決を可能とするためには、その旨を規約又は総会の決議のうち各団体におい
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て選択した方法により定める必要があります。 

新たに規約を定める場合であって、「書面による表決」「代理人による表決」に加え

て「電磁的な方法による表決」を可能にしようとする場合には、これらの方法のいず

れも可能である旨を記載する必要があります。 

総会の決議による場合は、例えば「以後継続的に電磁的方法による表決を可能とす

る決議」「毎年その都度電磁的方法による表決を可能とする決議」など、地域の実情に

応じて決議の内容を決定することが考えられます。その決定をするための総会の開催

時期についても法令上特段の定めはありませんので、それぞれの団体の実情等に応じ

て適切に判断いただくことになります。 

Ｑ20 認可を受けた地縁による団体が認可を取り消されるのは、具体的にどのような場合

ですか。 

Ａ20 認可地縁団体が地方自治法第２６０条の２第２項に掲げる要件のいずれかを欠くこ

ととなったとき、又は不正な手段により認可を受けたときは、市長はその認可を取り

消すことができるとされています。具体的に例示すると、次のような場合が考えられ

ます。 

①認可地縁団体が、その目的を営利目的、政治目的等に変更したとき 

②認可地縁団体が、相当の期間にわたって活動していないとき 

③区域内の一部住民について、正当な理由なく加入を認めないこととしたとき 

④構成員が多数脱退し、「相当数の者」が構成員となっていると認められなくなった

とき 

⑤地縁による団体の代表者、構成員又は第三者が、詐欺、威迫等不正な手段により

認可を受けたとき 

Ｑ21 認可を受けた地縁による団体が二つの団体に分裂した場合、認可は取り消されるこ

ととなるのでしょうか。 

Ａ21 認可を受けた地縁による団体が分裂した場合、「区域が住民にとって客観的に明らか

なものとして定められていること」という要件を満たさなくなるため、市長は認可を

取り消すこととなります。 

ただし、分裂した後の自治会が、その区域を見直した上で改めて認可を申請するこ

とはできます。 
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様式 

認可申請書 

年  月  日 

 

対馬市長 様 

 

認可を受けようとする地縁によ 

る団体の名称及び主たる事務所 

の所在地 

名 称 

所在地 

代表者の氏名及び住所 

氏 名 

住 所 

 

認 可 申 請 書 

 

地方自治法第 260 条の 2 第 1 項の規定により、地域的な共同活動を円滑に行

うため認可を受けたいので、別添書類を添えて申請します。 

 

（別添書類） 

１ 規約 

２ 認可を申請することについて総会で議決したことを証する書類 

３ 構成員の名簿 

４ 良好な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同活動を現に行ってい

ることを記載した書類 

５ 申請者が代表者であることを証する書類 
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認可地縁団体規約参考例 

○○会規約 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 本会は、以下に掲げるような地域的な共同活動を行うことにより、良好な地域社会

の維持及び形成に資することを目的とする。 

（１）回覧板の回付等区域内の住民相互の連絡 

（２）美化・清掃等区域内の環境の整備 

（３）集会施設の維持管理 

（４）○○○○○○○○ 

（５）◇◇◇◇◇◇◇◇ 

（６）□□□□□□□□ 

（名称） 

第２条 本会は、○○○会と称する。 

（区域） 

第３条 本会の区域は、長崎県対馬市○○町○〇番地〇○から〇○番地〇○までの区域とす

る。 

（事務所） 

第４条 本会の事務所は、●●集会所（長崎県対馬市□□町□□○〇番地〇○）に置く。 

第２章 会員 

（会員） 

第５条 本会の会員は、第３条に定める区域に住所を有する個人とする。 

（会費） 

第６条 会員は、総会において別に定める会費を納入しなければならない。 

（入会） 

第７条 第３条に定める区域に住所を有する個人で本会に入会しようとする者は、○○に定

める入会申込書を会長に提出しなければならない。 

２ 本会は、前項の入会申込みがあった場合には、正当な理由なくこれを拒んではならない。 

（退会等） 

第８条 会員が次の各号の一に該当する場合には退会したものとする。 

（１） 第３条に定める区域内に住所を有しなくなった場合 

（２） 本人により○○に定める退会届が会長に提出された場合 

２ 会員が死亡し、又は失踪宣言を受けたときは、その資格を喪失する。 

第３章 役員 

（役員の種別） 

第９条 本会に、次の役員を置く。 

（１）会長 １人 

（２）副会長 ○人 

（３）その他役員 ○人 

（４）監事 ○人 

（役員の選任） 

第 10 条 役員は、総会において、会員の中から選任する。 

２ 監事と会長、副会長及びその他の役員は、相互に兼ねることはできない。 

（役員の職務） 
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第 11 条 会長は、本会を代表し、会務を総括する。 

２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、会長があら

かじめ指名した順序によって、その職務を代行する。 

３ 監事は、次に掲げる業務を行う。 

（１）本会の会計及び資産の状況を監査すること。 

（２）会長、副会長及びその他の役員の業務執行の状況を監査すること。 

（３） 会計及び資産の状況又は業務執行について不整の事実を発見したときは、これを

総会に報告すること。 

（４）前号の報告をするため必要があると認めるときは、総会の招集を請求すること。 

（役員の任期） 

第 12 条 役員の任期は、○年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 補欠により選任された役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 役員は、辞任又は任期満了の後においても、後任者が就任するまでは、その職務を行わ

なければならない。 

第４章 総会 

（総会の種別） 

第 13 条 本会の総会は、通常総会及び臨時総会の二種とする。 

（総会の構成） 

第 14 条 総会は、会員をもって構成する。 

（総会の権能） 

第 15 条 総会は、この規約に定めるもののほか、本会の運営に関する重要な事項を議決す

る。 

（総会の開催） 

第 16 条 通常総会は、毎年度決算終了後○箇月以内に開催する。 

２ 臨時総会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。 

（１）会長が必要と認めたとき。 

（２）全会員の５分の１以上から会議の目的たる事項を示して請求があったとき。 

（３）第 11 条第３項第４号の規定により監事から開催の請求があったとき。 

３ 構成員全員の承諾があるときは、総会を開催せずに書面又は電磁的方法による決議をす 

ることができる。 

（総会の招集） 

第 17 条 総会は、会長が招集する。 

２ 会長は、前条第２項第２号及び第３号の規定による請求があったときは、その請求のあ

った日から○日以内に臨時総会を招集しなければならない。 

３ 総会を招集するときは、会議の目的たる事項及びその内容並びに日時及び場所を示して、

開会の日の○日までに文書をもって通知しなければならない。 

（総会の議長） 

第 18 条 総会の議長は、その総会において、出席した会員の中から選出する。 

（総会の定足数） 

第 19 条 総会は、会員の２分の１以上の出席がなければ、開会することができない。 

（総会の議決） 

第 20 条 総会の議事は、この規約に定めるもののほか、出席した会員の過半数をもって決

し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

２ 総会において決議すべきものとされた事項について、構成員全員の書面又は電磁的方法

による合意があったときは、書面又は電磁的方法による決議があったものとみなす。 
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（会員の表決権） 

第 21 条 会員は、総会において、各々一箇の表決権を有する。 

２ 次の事項については、前項の規定にかかわらず、会員の表決権は、会員の所属する世帯

の会員数分の１とする。 

（１）○○○○○○○○○ 

（２）××××××××× 

（総会の書面表決等） 

第 22 条 止むを得ない理由のため総会に出席できない会員は、あらかじめ通知された事項

について書面・電磁的方法をもって表決し、又は他の会員を代理人として表決を委任する

ことができる。 

２ 前項の場合における第 19 条及び第 20 条の規定の適用については、その会員は出席し

たものとみなす。 

（総会の議事録） 

第 23 条 総会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。 

（１）日時及び場所 

（２）会員の現在数及び出席数（書面表決者及び表決委任者を含む） 

（３）開催目的、審議事項及び議決事項 

（４）議事の経過の概要及びその結果 

（５）議事録署名人の選任に関する事項 

２ 議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人２名以上が署名押印し

なければならない。 

第５章 役員会 

（役員会の構成） 

第 24 条 役員会は、監事を除く役員をもって構成する。 

（役員会の権能） 

第 25 条 役員会は、この規約で別に定めるもののほか、次の事項を議決する。 

（１）総会に付議すべき事項 

（２）総会の議決した事項の執行に関する事項 

（３）その他総会の議決を要しない会務の執行に関する事項 

（役員会の招集等） 

第 26 条 役員会は、会長が必要と認めるとき招集する。 

２ 会長は、役員の○分の１以上から会議の目的である事項を記載した書面をもって召集の

請求があったときは、その請求のあった日から○日以内に役員会を招集しなければならな

い。 

３ 役員会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面をもっ

て、少なくとも○日前までに通知しなければならない。 

（役員会の議長） 

第 27 条 役員会の議長は、会長がこれに当たる。 

（役員会の定足数等） 

第 28 条 役員会には、第 19 条、第 20 条、第 22 条及び第 23 条の規定を準用する。この場

合において、これらの規定中「総会」とあるのは「役員会」と、「会員」とあるのは「役

員」と読み替えるものとする。 

第６章 資産及び会計 

（資産の構成） 

第 29 条 本会の資産は、次の各号に掲げるものをもって構成する。 
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（１）別に定める財産目録記載の資産 

（２）会費 

（３）活動に伴う収入 

（４）資産から生ずる果実 

（５）その他の収入 

（資産の管理） 

第 30 条 本会の資産は、会長が管理し、その方法は役員会の議決によりこれを定める。 

（資産の処分） 

第 31 条 本会の資産で第 29 条第１号に掲げるもののうち別に総会において定めるものを

処分し、又は担保に供する場合には、総会において○分の△以上の議決を要する。 

（経費の支弁） 

第 32 条 本会の経費は、資産をもって支弁する。 

（事業計画及び予算） 

第 33 条 本会の事業計画及び予算は、会長が作成し、毎会計年度開始前に、総会の議決を

経て定めなければならない。これを変更する場合も、同様とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、年度開始前後に予算が総会において議決されていない場合に

は、会長は、総会において予算が議決される日までの間は、前年度の予算を基準として収

入支出をすることができる。 

（事業報告及び決算） 

第 34 条 本会の事業報告及び決算は、会長が事業報告書、収支計算書、財産目録等として

作成し、監事の監査を受け、毎会計年度終了後３月以内に総会の承認を受けなければなら

ない。 

（会計年度） 

第 35 条 本会の会計年度は、毎年○月○日に始まり、△月△日に終わる。 

第７章 規約の変更及び解散 

（規約の変更） 

第 36 条 この規約は、総会において総会員数の４分の３以上の議決を得、かつ、△△区長

の認可を受けなければ変更することができない。 

（解散） 

第 37 条 本会は、地方自治法第 260 条の 20 第２号から第５号の規定により解散する。 

２ 総会の議決に基づいて解散する場合は、総会員の４分の３以上の承認を得なければなら

ない。 

（残余財産の処分） 

第 38 条 本会の解散のときに有する残余財産は、総会において総会員の○分の△以上の議

決を得て、本会と類似の目的を有する団体に寄付するものとする。 

第８章 雑則 

（備付け帳簿及び書類） 

第 39 条 本会の事務所には、規約、会員名簿、認可及び登記等に関する書類、総会及び役

員会の議事録、収支に関する帳簿、財産目録等資産の状況を示す書類その他必要な帳簿及

び書類を備えておかなければならない。 

（委任） 

第 40 条 この規約の施行に関し必要な事項は、総会の議決を経て、会長が別に定める。 

附 則 

１ この規約は、■■○年○月○日から実施する。 

２ 本会の設立初年度の事業計画及び予算は、第 33 条の規定にかかわらず、設立総会の定
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めるところによる。 

３ 本会の設立初年度の会計年度は、第 35 条の規定にかかわらず、設立認可のあった日か

ら■■△年△月△日までとする。 
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認可地縁団体総会議事録参考例 

●●会総会 議事録 

 

１ 総会の日時及び場所 

   日時  ■■●●年●月●日（●） 

   場所   集会所（対馬市■■町■■●●番地●●） 

 

２ 総会の目的 

   ■■●●年度役員改選の件及び、認可地縁団体申請の議決 

 

３ 現在の会員数及び出席者 

  （１）現在の会員数  ●●●名 

  （２）出席数     ●●●名（書面表決者●名、表決委任者●名） 

  規約により、本会は成立する。 

 

４ 議長（●●●●氏）が選任され、総会の成立を宣言した。 

 

５ 議決事項 

  （１）■■●●年度役員改選の件 

次の方々が役員に選任されることが異議なく承認された。 

会長 □□□□  副会長 △△△△ 会計 ※※※※ 

監査 ☆☆☆☆ 

（２）認可地縁団体の申請の件 

（３）認可地縁団体の申請者を会長に選任する件 

（４）議事録署名人の選出 

 

以上の（２）、（３）、（４）の事項については、出席者●●●名中●●●名の賛成により

可決された。保留は●名、反対は●名であった。 

        

 

 以上、■■●●年●月●日開催の、●●会総会議事録であることを証明する。 

 

 

■■●●年●月●日           

議長        ●● ●●    

議事録署名人    ▲▲ ▲▲    

議事録署名人    ▼▼ ▼▼    
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認可地縁団体構成員名簿 

●●会構成員名簿 

構成員（会員）総数   名（○○年○○月○○日） 

№ 氏  名 住  所 

1   

2   

3   

4   

5   

6   

7   

8   

9   

10   

11   

12   

13   

14   

15   

16   

17   

18   

19   

20   

名簿 ●ページ中●ページ 
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認可地縁団体保有財産目録 

保有資産目録 

 

 

団体の名称 

年  月  日現在 

１ 所有権を有する不動産 

（１）建物 

名 称 延床面積 所 在 地 

   

   

   

 

（２）土地 

地 目 面 積 所 在 地 

   

   

   

 

２ 不動産に関する権利など 

（１）所有権以外の権原により保有している不動産 

権 原 不動産の種類 所 在 地 

   

   

   

 

（２）地域的な協働活動を行うためのその他の資産 

資産の種類及び数量 
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告示事項証明書交付請求書 

 

年  月  日 

 

 

対馬市長 様 

 

請求者の住所及び氏名 

住 所 

氏 名 

 

 

告示事項証明書交付請求書  

 

地方自治法第 260 条の２第 12 項の規定により、地縁による団体の認可を受けた下記の団

体の告示事項証明書を請求します。 

 

記 

 

１ 請求に係る団体の名称及び事務所の所在地 

 

  名     称 

 

  事務所の所在地 

 

 

２ 必要部数      通 
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告示事項変更届出書 

 

年  月  日 

 

対馬市長 様 

 

地縁による団体の名称及び主たる事務 

所の所在地 

名 称 

所在地 

代表者の氏名及び住所 

氏 名 

住 所 

 

告示事項変更届出書 

 

下記事項について変更があつたので、地方自治法第 260 条の 2 第 11 項の規定により、告

示された事項に変更があつた旨を証する書類を添えて届け出ます。 

 

記 

 

１ 変更があつた事項及びその内容 

２ 変更の年月日 

３ 変更の理由 
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規約変更認可申請書 

 

年  月  日 

 

対馬市長 様 

 

地縁による団体の名称及び主たる 

事務所の所在地 

名 称 

所在地 

代表者の氏名及び住所 

氏 名 

住 所 

 

規約変更認可申請書 

 

地方自治法第 260条の 3第 2項の規約の変更の認可を受けたいので、別添書類を添えて申

請します。 

 

（別添書類） 

１ 規約変更の内容及び理由を記載した書類 

２ 規約変更を総会で議決したことを証する書類 
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所有不動産の登記移転等に係る公告申請書 

年  月  日 

対馬市長 様 

認可地縁団体の名称及び主たる事務所の所在地 

名 称 

所在地 

代表者の氏名及び住所 

氏 名 

住 所 

 

所有不動産の登記移転等に係る公告申請書 

 

地方自治法第 260 条の 46 第 1 項の規定により、当認可地縁団体が所有する下記不動産に

ついて所有権の保存又は移転の登記をするため公告をしてほしいので、別添書類を添えて申

請します。 

 

記 

 

○ 申請不動産(所有権の保存又は移転の登記をしようとする不動産)に関する事項 

・建物 

名 称 延 床 面 積 所 在 地 

   

 

・土地 

地 目 面 積 所 在 地 

   

 

・表題部所有者又は所有権の登記名義人の氏名又は名称及び住所 

氏名又は名称 

住 所 

 

(別添書類) 

１ 申請不動産の登記事項証明書 

２ 申請不動産に関し、地方自治法第 260 条の 46 第 1 項に規定する申請をすることについ

て総会で議決したことを証する書類 

３ 申請者が代表者であることを証する書類 

４ 地方自治法第 260条の 46第 1項各号に掲げる事項を疎明するに足りる資料 

  



 

41 

申請不動産の登記移転等に係る異議申出書 

年  月  日 

対馬市長 様 

異議を述べる者の氏名及び住所 

氏 名 

住 所 

 

申請不動産の登記移転等に係る異議申出書 

 

地方自治法第 260 条の 46 第 2 項の規定による公告に基づき、当該公告を求める申請を行

った認可地縁団体が申請不動産の所有権の保存又は移転の登記をすることについて、下記の

とおり異議を述べる旨、申し出ます。 

記 

１ 公告に関する事項 

(1) 申請を行った認可地縁団体の名称 

 

(2) 申請不動産に関する事項 

・建物 

名 称 延 床 面 積 所 在 地 

   

・土地 

地 目 面 積 所 在 地 

   

・表題部所有者又は所有権の登記名義人の氏名又は名称及び住所 

氏名又は名称 

住 所 

(3) 公告期間 

 

２ 異議を述べる登記関係者等の別 

□ 申請不動産の表題部所有者又は所有権の登記名義人 

□ 申請不動産の表題部所有者又は所有権の登記名義人の相続人 

□ 申請不動産の所有権を有することを疎明する者 

 

３ 異議の内容(異議を述べる理由等) 

 

 

(別添書類) 

□ 申請不動産の登記事項証明書 

□ 住民票の写し 

□ その他の市町村長が必要と認める書類(                  ) 

(注)この異議申出書に記載された事項については、その後の当事者間での協議等を円滑にす

るため認可地縁団体に通知されます。  
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公告結果(承諾)の情報提供 

第  号 

年  月  日 

(申請団体) 御中 

認可地縁団体の名称及び主たる事務所の所在地 

名 称 

所在地 

代表者の氏名及び住所 

氏 名 

住 所 

対馬市長 

 

公告結果(承諾)の情報提供について 

 

地方自治法第 260 条の 46 第 1 項の規定により、   年  月  日付け文書をもって

申請のあった不動産については、同条第 2項の規定により公告をした結果、登記関係者等が

同項の期間内に異議を述べなかったため、同条第 3項の規定により、貴認可地縁団体が当該

不動産の所有権の保存又は移転の登記をすることについて登記関係者の承諾があったもの

とみなすこととなりましたので、同条第 4項に規定する証する情報を提供します。 

 

１ 公告に関する事項 

(1) 申請を行った認可地縁団体の名称 

 

(2) 申請不動産に関する事項 

・建物 

名 称 延 床 面 積 所 在 地 

   

・土地 

地 目 面 積 所 在 地 

   

・表題部所有者又は所有権の登記名義人の氏名又は名称及び住所 

氏名又は名称 

住 所 

(3) 公告期間 

 

２ 公告の結果 

1の公告については、1(3)の公告期間内に異議の申出はありませんでした。 
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公告結果(異議申出あり)通知書 

第  号 

年  月  日 

(申請団体) 御中 

認可地縁団体の名称及び主たる事務所の所在地 

名 称 

所在地 

代表者の氏名及び住所 

氏 名 

住 所 

対馬市長 

 

公告結果(異議申出あり)通知書 

 

地方自治法第 260 条の 46 第 1 項の規定により、   年  月  日付け文書をもって

申請のあった不動産については、同条第 2項の規定により公告をした結果、登記関係者等に

よる異議の申出がありましたことを、同条第 5項の規定に基づき通知します。 

 

１ 公告に関する事項 

(1) 申請を行った認可地縁団体の名称 

 

(2) 申請不動産に関する事項 

・建物 

名 称 延 床 面 積 所 在 地 

   

・土地 

地 目 面 積 所 在 地 

   

・表題部所有者又は所有権の登記名義人の氏名又は名称及び住所 

氏名又は名称 

住 所 

(3) 公告期間 

 

２ 異議の内容等 

(1) 異議を述べた登記関係者等 

氏 名 

住 所 

登記関係者等の別 

 

(2) 異議を述べた年月日 

 

(3) 異議を述べた理由等 
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認可申請書（合併） 

年  月  日 

対馬市長 様 

認可地縁団体甲 

合併しようとする認可地縁団体の 

名称及び主たる事務所の所在地 

名 称 

所在地 

代表者の氏名及び住所 

氏 名 

住 所 

認可地縁団体乙 

合併しようとする認可地縁団体の 

名称及び主たる事務所の所在地 

名 称 

所在地 

代表者の氏名及び住所 

氏 名 

住 所 

 

認 可 申 請 書 

 

地方自治法第 260 条の 39 第３項の規定により、合併の認可を受けたいので、下記のとお

り申請します。 

記 

○合併後存続する認可地縁団体又は合併により設立する認可地縁団体（以下「合併後の認可

地縁団体」という。）に関する事項 

・合併後の認可地縁団体の名称及び主たる事務所の所在地 

名 称 

所在地 

・合併後の認可地縁団体の代表者の氏名及び住所 

氏 名 

住 所 

・合併により消滅する認可地縁団体の名称 

名 称 

（別添書類） 

１ 合併後の認可地縁団体の規約 

２ 地方自治法第 260 条の 39 第３項の認可を申請することについて合併しようとする各認

可地縁団体の総会で議決したことを証する書類 

３ 合併後の認可地縁団体の構成員の名簿 

４ 良好な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同活動を行うことを目的とし、合併

しようとする各認可地縁団体が連携して当該目的に資する活動を現に行っていることを

記載した書類 

５ 合併しようとする各認可地縁団体の規約 

６ 申請者が合併しようとする各認可地縁団体の代表者であることを証する書類  
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合併に係る債権者保護手続終了届出書 

 

年  月  日 

 

対馬市長 様 

 

認可地縁団体甲 

合併しようとする認可地縁団体の 

名称及び主たる事務所の所在地 

名 称 

所在地 

代表者の氏名及び住所 

氏 名 

住 所 

認可地縁団体乙 

合併しようとする認可地縁団体の 

名称及び主たる事務所の所在地 

名 称 

所在地 

代表者の氏名及び住所 

氏 名 

住 所 

 

合併に係る債権者保護手続終了届出書 

 

地方自治法第 260 条の 40 並びに第 260 条の 41 第１項及び第２項の規定による手続が終

了したので、同条第３項の規定により、別添書類を添えて届け出ます。 

 

 

（別添書類） 

・ 地方自治法第 260 条の 40 第２項の規定による公告及び催告をしたこと並びに異議を述

べた債権者があるときは、同法第 260 条の 41 第２項の規定によりその債権者に対し弁済

し、若しくは相当の担保を供し、又はその債権者に弁済を受けさせることを目的として相

当の財産を信託したこと又は合併をしてもその債権者を害するおそれがないことを証す

る書 
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解散届出書 

年  月  日 

 

対馬市長 様 

 

地縁による団体の名称及び事務所の所在地 

名 称 

所在地 

代表者の氏名及び住所 

氏 名 

住 所 

 

解散届出書 

 

地方自治法第 260 条の 20 の規定により、当認可地縁団体は、下記のとおり解散すること

となったので必要書類を添えて届け出ます。 

 

記 

 

１ 解散の事由 

 

２ 解散の年月日 

 

３ 清算人の氏名及び住所 

氏 名 

住 所 

 

４ 財産の帰属（地方自治法第 260条の 31第 2項の規定による市長の認可の要否） 

 

５ 添付書類 

解散を総会で議決したことを証する書類  
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残余財産処分認可申請書 

年  月  日 

 

対馬市長 様 

地縁による団体の名称及び主たる事務所の所在地 

名 称 

所在地 

清算人の氏名及び住所 

氏 名 

住 所 

 

残余財産処分認可申請書 

 

   年  月  日に解散の届出をした、当団体は、地方自治法第 260 条の 31 第 2 項

の規定により、残余財産の処分について認可を受けたいので、必要書類を添えて申請します。 

 

 

１ 財産目録 

２ 残余財産処分方法書 

３ 残余財産の帰属者の同意書 

４ 残余財産の処分について総会で議決したことを証する書類 
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財産目録（残余財産処分認可申請書用） 

 

年  月  日現在 

 

 

財産目録 

 

 

団体の名称 

 

１ 所有権を有する不動産 

（１）建物 

名 称 延床面積 所 在 地 評 価 額 

    

    

    

 

（２）土地 

地 目 面 積 所 在 地 評 価 額 

    

    

    

 

２ その他の財産 
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残余財産処分方法書（残余財産処分認可申請書用） 

 

年  月  日 

 

 

残余財産処分方法書 

 

 

団体の名称 

 

 

残余財産の種別 評 価 額 処分の方法 理 由 

    

    

    

合 計    
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同意書（残余財産処分認可申請書用） 

 

 

 

同 意 書 

 

認可地縁団体           から、地方自治法第 260 条の 31 第 2 項の規定により

処分される残余財産を、譲り受けることに同意します。 

 

【残余財産の内容】 

 

 

 

 

 

 

年  月  日 

 

 

帰属先団体の名称及び所在地 

名 称 

所在地 

 

帰属先団体代表者の氏名及び住所 

氏 名             印 

住 所 

 

※本人が署名しない場合は押印してください。 
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清算結了届出書 

 

年  月  日 

 

対馬市長 様 

 

地縁による団体の名称及び主たる事務所の所在地 

名 称 

所在地 

清算人の氏名及び住所 

氏 名 

住 所 

 

清算結了届出書 

 

地方自治法第 260 条の 33 の規定に基づき、清算が結了したことを証する書類を添えて届

け出ます。 

 

記 

 

 

清算結了年月日        年  月  日 

  



 

52 

参考資料 

地方自治法（抜粋） 

（昭和二十二年四月十七日） 

（法律第六十七号） 

第二百六十条の二 町又は字の区域その他市町村内の一定の区域に住所を有する者の地縁

に基づいて形成された団体（以下本条において「地縁による団体」という。）は、地域的

な共同活動を円滑に行うため市町村長の認可を受けたときは、その規約に定める目的の範

囲内において、権利を有し、義務を負う。 

② 前項の認可は、地縁による団体のうち次に掲げる要件に該当するものについて、その団

体の代表者が総務省令で定めるところにより行う申請に基づいて行う。 

一 その区域の住民相互の連絡、環境の整備、集会施設の維持管理等良好な地域社会の維

持及び形成に資する地域的な共同活動を行うことを目的とし、現にその活動を行つて

いると認められること。 

二 その区域が、住民にとつて客観的に明らかなものとして定められていること。 

三 その区域に住所を有するすべての個人は、構成員となることができるものとし、その

相当数の者が現に構成員となつていること。 

四 規約を定めていること。 

③ 規約には、次に掲げる事項が定められていなければならない。 

一 目的 

二 名称 

三 区域 

四 主たる事務所の所在地 

五 構成員の資格に関する事項 

六 代表者に関する事項 

七 会議に関する事項 

八 資産に関する事項 

④ 第二項第二号の区域は、当該地縁による団体が相当の期間にわたつて存続している区域

の現況によらなければならない。 

⑤ 市町村長は、地縁による団体が第二項各号に掲げる要件に該当していると認めるときは、

第一項の認可をしなければならない。 

⑥ 第一項の認可は、当該認可を受けた地縁による団体を、公共団体その他の行政組織の一

部とすることを意味するものと解釈してはならない。 

⑦ 第一項の認可を受けた地縁による団体（以下「認可地縁団体」という。）は、正当な理

由がない限り、その区域に住所を有する個人の加入を拒んではならない。 

⑧ 認可地縁団体は、民主的な運営の下に、自主的に活動するものとし、構成員に対し不当

な差別的取扱いをしてはならない。 

⑨ 認可地縁団体は、特定の政党のために利用してはならない。 

⑩ 市町村長は、第一項の認可をしたときは、総務省令で定めるところにより、これを告示

しなければならない。告示した事項に変更があつたときも、また同様とする。 

⑪ 認可地縁団体は、前項の規定に基づいて告示された事項に変更があつたときは、総務省

令で定めるところにより、市町村長に届け出なければならない。 

⑫ 何人も、市町村長に対し、総務省令で定めるところにより、第十項の規定により告示し

た事項に関する証明書の交付を請求することができる。この場合において、当該請求をし

ようとする者は、郵便又は信書便により、当該証明書の送付を求めることができる。 

⑬ 認可地縁団体は、第十項の告示があるまでは、認可地縁団体となつたこと及び同項の規
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定に基づいて告示された事項をもつて第三者に対抗することができない。 

⑭ 市町村長は、認可地縁団体が第二項各号に掲げる要件のいずれかを欠くこととなつたと

き、又は不正な手段により第一項の認可を受けたときは、その認可を取り消すことができ

る。 

⑮ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成十八年法律第四十八号）第四条及び

第七十八条の規定は、認可地縁団体に準用する。 

⑯ 認可地縁団体は、法人税法（昭和四十年法律第三十四号）その他法人税に関する法令の

規定の適用については、同法第二条第六号に規定する公益法人等とみなす。この場合にお

いて、同法第三十七条の規定を適用する場合には同条第四項中「公益法人等（」とあるの

は「公益法人等（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百六十条の二第七項に

規定する認可地縁団体（以下「認可地縁団体」という。）並びに」と、同法第六十六条の

規定を適用する場合には同条第一項中「普通法人」とあるのは「普通法人（認可地縁団体

を含む。）」と、同条第二項中「除く」とあるのは「除くものとし、認可地縁団体を含む」

と、同条第三項中「公益法人等（」とあるのは「公益法人等（認可地縁団体及び」とする。 

⑰ 認可地縁団体は、消費税法（昭和六十三年法律第百八号）その他消費税に関する法令の

規定の適用については、同法別表第三に掲げる法人とみなす。 

（平三法二四・追加、平一一法一六〇・平一四法七九・平一四法一〇〇・平一六法

七六・平一六法一四七・平一七法八七・平一八法五〇・平二〇法二三・令二法八・

令三法四四・一部改正） 

第二百六十条の三 認可地縁団体の規約は、総構成員の四分の三以上の同意があるときに限

り、変更することができる。ただし、当該規約に別段の定めがあるときは、この限りでな

い。 

② 前項の規定による規約の変更は、市町村長の認可を受けなければ、その効力を生じない。 

（平一八法五〇・追加） 

第二百六十条の四 認可地縁団体は、認可を受ける時及び毎年一月から三月までの間に財産

目録を作成し、常にこれをその主たる事務所に備え置かなければならない。ただし、特に

事業年度を設けるものは、認可を受ける時及び毎事業年度の終了の時に財産目録を作成し

なければならない。 

② 認可地縁団体は、構成員名簿を備え置き、構成員の変更があるごとに必要な変更を加え

なければならない。 

（平一八法五〇・追加） 

第二百六十条の五 認可地縁団体には、一人の代表者を置かなければならない。 

（平一八法五〇・追加） 

第二百六十条の六 認可地縁団体の代表者は、認可地縁団体のすべての事務について、認可

地縁団体を代表する。ただし、規約の規定に反することはできず、また、総会の決議に従

わなければならない。 

（平一八法五〇・追加） 

第二百六十条の七 認可地縁団体の代表者の代表権に加えた制限は、善意の第三者に対抗す

ることができない。 

（平一八法五〇・追加） 

第二百六十条の八 認可地縁団体の代表者は、規約又は総会の決議によつて禁止されていな

いときに限り、特定の行為の代理を他人に委任することができる。 

（平一八法五〇・追加） 

第二百六十条の九 認可地縁団体の代表者が欠けた場合において、事務が遅滞することによ

り損害を生ずるおそれがあるときは、裁判所は、利害関係人又は検察官の請求により、仮
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代表者を選任しなければならない。 

（平一八法五〇・追加） 

第二百六十条の十 認可地縁団体と代表者との利益が相反する事項については、代表者は、

代表権を有しない。この場合においては、裁判所は、利害関係人又は検察官の請求により、

特別代理人を選任しなければならない。 

（平一八法五〇・追加） 

第二百六十条の十一 認可地縁団体には、規約又は総会の決議で、一人又は数人の監事を置

くことができる。 

（平一八法五〇・追加） 

第二百六十条の十二 認可地縁団体の監事の職務は、次のとおりとする。 

一 財産の状況を監査すること。 

二 代表者の業務の執行の状況を監査すること。 

三 財産の状況又は業務の執行について、法令若しくは規約に違反し、又は著しく不当な

事項があると認めるときは、総会に報告をすること。 

四 前号の報告をするため必要があるときは、総会を招集すること。 

（平一八法五〇・追加） 

第二百六十条の十三 認可地縁団体の代表者は、少なくとも毎年一回、構成員の通常総会を

開かなければならない。 

（平一八法五〇・追加） 

第二百六十条の十四 認可地縁団体の代表者は、必要があると認めるときは、いつでも臨時

総会を招集することができる。 

② 総構成員の五分の一以上から会議の目的である事項を示して請求があつたときは、認可

地縁団体の代表者は、臨時総会を招集しなければならない。ただし、総構成員の五分の一

の割合については、規約でこれと異なる割合を定めることができる。 

（平一八法五〇・追加） 

第二百六十条の十五 認可地縁団体の総会の招集の通知は、総会の日より少なくとも五日前

に、その会議の目的である事項を示し、規約で定めた方法に従つてしなければならない。 

（平一八法五〇・追加） 

第二百六十条の十六 認可地縁団体の事務は、規約で代表者その他の役員に委任したものを

除き、すべて総会の決議によつて行う。 

（平一八法五〇・追加） 

第二百六十条の十七 認可地縁団体の総会においては、第二百六十条の十五の規定によりあ

らかじめ通知をした事項についてのみ、決議をすることができる。ただし、規約に別段の

定めがあるときは、この限りでない。 

（平一八法五〇・追加） 

第二百六十条の十八 認可地縁団体の各構成員の表決権は、平等とする。 

② 認可地縁団体の総会に出席しない構成員は、書面で、又は代理人によつて表決をするこ

とができる。 

③ 前項の構成員は、規約又は総会の決議により、同項の規定による書面による表決に代え

て、電磁的方法（電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方

法であつて総務省令で定めるものをいう。第二百六十条の十九の二において同じ。）によ

り表決をすることができる。 

④ 前三項の規定は、規約に別段の定めがある場合には、適用しない。 

（平一八法五〇・追加、令三法三七・令四法四四・一部改正） 

第二百六十条の十九 認可地縁団体と特定の構成員との関係について議決をする場合には、
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その構成員は、表決権を有しない。 

（平一八法五〇・追加） 

第二百六十条の十九の二 この法律又は規約により総会において決議をすべき場合におい

て、構成員全員の承諾があるときは、書面又は電磁的方法による決議をすることができる。

ただし、電磁的方法による決議に係る構成員の承諾については、総務省令で定めるところ

によらなければならない。 

② この法律又は規約により総会において決議すべきものとされた事項については、構成員

全員の書面又は電磁的方法による合意があつたときは、書面又は電磁的方法による決議が

あつたものとみなす。 

③ この法律又は規約により総会において決議すべきものとされた事項についての書面又

は電磁的方法による決議は、総会の決議と同一の効力を有する。 

④ 総会に関する規定は、書面又は電磁的方法による決議について準用する。 

（令四法四四・追加） 

第二百六十条の二十 認可地縁団体は、次に掲げる事由によつて解散する。 

一 規約で定めた解散事由の発生 

二 破産手続開始の決定 

三 第二百六十条の二第十四項の規定による同条第一項の認可の取消し 

四 総会の決議 

五 構成員が欠けたこと。 

六 合併（合併により当該認可地縁団体が消滅する場合に限る。） 

（平一八法五〇・追加、令四法四四・一部改正） 

第二百六十条の二十一 認可地縁団体は、総構成員の四分の三以上の賛成がなければ、解散

の決議をすることができない。ただし、規約に別段の定めがあるときは、この限りでない。 

（平一八法五〇・追加） 

第二百六十条の二十二 認可地縁団体がその債務につきその財産をもつて完済することが

できなくなつた場合には、裁判所は、代表者若しくは債権者の申立てにより又は職権で、

破産手続開始の決定をする。 

② 前項に規定する場合には、代表者は、直ちに破産手続開始の申立てをしなければならな

い。 

（平一八法五〇・追加） 

第二百六十条の二十三 解散した認可地縁団体は、清算の目的の範囲内において、その清算

の結了に至るまではなお存続するものとみなす。 

（平一八法五〇・追加） 

第二百六十条の二十四 認可地縁団体が解散したときは、破産手続開始の決定及び合併によ

る解散の場合を除き、代表者がその清算人となる。ただし、規約に別段の定めがあるとき、

又は総会において代表者以外の者を選任したときは、この限りでない。 

（平一八法五〇・追加、令四法四四・一部改正） 

第二百六十条の二十五 前条の規定により清算人となる者がないとき、又は清算人が欠けた

ため損害を生ずるおそれがあるときは、裁判所は、利害関係人若しくは検察官の請求によ

り又は職権で、清算人を選任することができる。 

（平一八法五〇・追加） 

第二百六十条の二十六 重要な事由があるときは、裁判所は、利害関係人若しくは検察官の

請求により又は職権で、認可地縁団体の清算人を解任することができる。 

（平一八法五〇・追加） 

第二百六十条の二十七 認可地縁団体の清算人の職務は、次のとおりとする。 
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一 現務の結了 

二 債権の取立て及び債務の弁済 

三 残余財産の引渡し 

② 清算人は、前項各号に掲げる職務を行うために必要な一切の行為をすることができる。 

（平一八法五〇・追加） 

第二百六十条の二十八 認可地縁団体の清算人は、その就職後遅滞なく、公告をもつて、債

権者に対し、一定の期間内にその債権の申出をすべき旨の催告をしなければならない。こ

の場合において、その期間は、二月を下ることができない。 

② 前項の公告には、債権者がその期間内に申出をしないときは清算から除斥されるべき旨

を付記しなければならない。ただし、清算人は、知れている債権者を除斥することができ

ない。 

③ 認可地縁団体の清算人は、知れている債権者には、各別にその申出の催告をしなければ

ならない。 

④ 第一項の公告は、官報に掲載してする。 

（平一八法五〇・追加、令四法四四・一部改正） 

第二百六十条の二十九 前条第一項の期間の経過後に申出をした債権者は、認可地縁団体の

債務が完済された後まだ権利の帰属すべき者に引き渡されていない財産に対してのみ、請

求をすることができる。 

（平一八法五〇・追加） 

第二百六十条の三十 清算中に認可地縁団体の財産がその債務を完済するのに足りないこ

とが明らかになつたときは、清算人は、直ちに破産手続開始の申立てをし、その旨を公告

しなければならない。 

② 清算人は、清算中の認可地縁団体が破産手続開始の決定を受けた場合において、破産管

財人にその事務を引き継いだときは、その任務を終了したものとする。 

③ 前項に規定する場合において、清算中の認可地縁団体が既に債権者に支払い、又は権利

の帰属すべき者に引き渡したものがあるときは、破産管財人は、これを取り戻すことがで

きる。 

④ 第一項の規定による公告は、官報に掲載してする。 

（平一八法五〇・追加） 

第二百六十条の三十一 解散した認可地縁団体の財産は、破産手続開始の決定及び合併によ

る解散の場合を除き、規約で指定した者に帰属する。 

② 規約で権利の帰属すべき者を指定せず、又はその者を指定する方法を定めなかつたとき

は、代表者は、市町村長の認可を得て、その認可地縁団体の目的に類似する目的のために、

その財産を処分することができる。ただし、総会の決議を経なければならない。 

③ 前二項の規定により処分されない財産は、市町村に帰属する。 

（平一八法五〇・追加、令四法四四・一部改正） 

第二百六十条の三十二 認可地縁団体の解散及び清算は、裁判所の監督に属する。 

② 裁判所は、職権で、いつでも前項の監督に必要な検査をすることができる。 

（平一八法五〇・追加） 

第二百六十条の三十三 認可地縁団体の清算が結了したときは、清算人は、その旨を市町村

長に届け出なければならない。 

（平一八法五〇・追加） 

第二百六十条の三十四 認可地縁団体に係る次に掲げる事件は、その主たる事務所の所在地

を管轄する地方裁判所の管轄に属する。 

一 仮代表者又は特別代理人の選任に関する事件 
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二 解散及び清算の監督に関する事件 

三 清算人に関する事件 

（平一八法五〇・追加） 

第二百六十条の三十五 認可地縁団体の清算人の選任の裁判に対しては、不服を申し立てる

ことができない。 

（平一八法五〇・追加） 

第二百六十条の三十六 裁判所は、第二百六十条の二十五の規定により清算人を選任した場

合には、認可地縁団体が当該清算人に対して支払う報酬の額を定めることができる。この

場合においては、裁判所は、当該清算人（監事を置く認可地縁団体にあつては、当該清算

人及び監事）の陳述を聴かなければならない。 

（平一八法五〇・追加） 

第二百六十条の三十七 裁判所は、認可地縁団体の解散及び清算の監督に必要な調査をさせ

るため、検査役を選任することができる。 

② 前二条の規定は、前項の規定により裁判所が検査役を選任した場合について準用する。

この場合において、前条中「清算人（監事を置く認可地縁団体にあつては、当該清算人及

び監事）」とあるのは、「認可地縁団体及び検査役」と読み替えるものとする。 

（平一八法五〇・追加、平二三法五三・旧第二百六十条の三十八繰上・一部改正） 

第二百六十条の三十八 認可地縁団体は、同一市町村内の他の認可地縁団体と合併すること

ができる。 

（令四法四四・追加） 

第二百六十条の三十九 認可地縁団体が合併しようとするときは、総会の決議を経なければ

ならない。 

② 前項の決議は、総構成員の四分の三以上の多数をもつてしなければならない。ただし、

規約に別段の定めがあるときは、この限りでない。 

③ 合併は、市町村長の認可を受けなければ、その効力を生じない。 

④ 第二百六十条の二第二項及び第五項の規定は、前項の認可について準用する。この場合

において、同条第二項第一号中「現にその活動を」とあるのは、「合併しようとする各認

可地縁団体が連携して当該目的に資する活動を現に」と読み替えるものとする。 

（令四法四四・追加） 

第二百六十条の四十 認可地縁団体は、前条第三項の認可があつたときは、その認可の通知

のあつた日から二週間以内に、財産目録を作成し、次項の規定により債権者が異議を述べ

ることができる期間が満了するまでの間、これをその主たる事務所に備え置かなければな

らない。 

② 認可地縁団体は、前条第三項の認可があつたときは、その認可の通知のあつた日から二

週間以内に、その債権者に対し、合併に異議があれば一定の期間内に述べるべきことを公

告し、かつ、判明している債権者に対しては、各別にこれを催告しなければならない。こ

の場合において、その期間は、二月を下ることができない。 

（令四法四四・追加） 

第二百六十条の四十一 債権者が前条第二項の期間内に異議を述べなかつたときは、合併を

承認したものとみなす。 

② 債権者が異議を述べたときは、認可地縁団体は、弁済し、若しくは相当の担保を供し、

又はその債権者に弁済を受けさせることを目的として信託会社若しくは信託業務を営む

金融機関に相当の財産を信託しなければならない。ただし、合併をしてもその債権者を害

するおそれがないときは、この限りでない。 

③ 合併しようとする各認可地縁団体は、前条及び前二項の規定による手続が終了した場合
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には、総務省令で定めるところにより、共同で、遅滞なく、その旨を市町村長に届け出な

ければならない。 

（令四法四四・追加） 

第二百六十条の四十二 合併により認可地縁団体を設立する場合には、規約の作成その他認

可地縁団体の設立に関する事務は、各認可地縁団体において選任した者が共同して行わな

ければならない。 

（令四法四四・追加） 

第二百六十条の四十三 合併後存続する認可地縁団体又は合併により設立した認可地縁団

体は、合併により消滅した認可地縁団体の一切の権利義務（当該認可地縁団体がその行う

活動に関し行政庁の認可その他の処分に基づいて有する権利義務を含む。）を承継する。 

（令四法四四・追加） 

第二百六十条の四十四 市町村長は、第二百六十条の四十一第三項の規定による届出があつ

たときは、当該届出に係る合併について第二百六十条の三十九第三項の認可をした旨その

他総務省令で定める事項を告示しなければならない。 

② 認可地縁団体の合併は、前項の規定による告示によりその効力を生ずる。 

③ 合併により設立した団体は、第一項の規定による告示の日において認可地縁団体となつ

たものとみなす。 

④ 第一項の規定により告示した事項は、第二百六十条の二第十項の規定により告示した事

項とみなす。この場合において、合併後存続する認可地縁団体に係る同項の規定による従

前の告示は、その効力を失う。 

⑤ 第二百六十条の四第一項の規定は、第一項の規定による告示があつた場合について準用

する。 

（令四法四四・追加） 

第二百六十条の四十五 市町村長は、次の各号のいずれかに該当するときは、第二百六十条

の三十九第三項の認可を取り消すことができる。 

一 第二百六十条の三十九第三項の認可をした日から六月を経過しても第二百六十条の

四十一第三項の規定による届出がないとき。 

二 認可地縁団体が不正な手段により第二百六十条の三十九第三項の認可を受けたとき。 

② 前条第一項の規定による告示後に前項（第二号に係る部分に限る。）の規定により第二

百六十条の三十九第三項の認可が取り消されたときは、当該認可に係る合併をした認可地

縁団体は、当該合併の効力が生じた日後に合併後存続した認可地縁団体又は合併により設

立した認可地縁団体が負担した債務について、連帯して弁済する責任を負う。 

③ 前項に規定する場合には、当該合併の効力が生じた日後に合併後存続した認可地縁団体

又は合併により設立した認可地縁団体が取得した財産は、当該合併をした認可地縁団体の

共有に属する。 

④ 前二項に規定する場合には、各認可地縁団体の第二項の債務の負担部分及び前項の財産

の共有持分は、各認可地縁団体の協議によつて定める。 

（令四法四四・追加） 

第二百六十条の四十六 認可地縁団体が所有する不動産であつて表題部所有者（不動産登記

法（平成十六年法律第百二十三号）第二条第十号に規定する表題部所有者をいう。以下こ

の項において同じ。）又は所有権の登記名義人の全てが当該認可地縁団体の構成員又はか

つて当該認可地縁団体の構成員であつた者であるもの（当該認可地縁団体によつて、十年

以上所有の意思をもつて平穏かつ公然と占有されているものに限る。）について、当該不

動産の表題部所有者若しくは所有権の登記名義人又はこれらの相続人（以下この条におい

て「登記関係者」という。）の全部又は一部の所在が知れない場合において、当該認可地



 

59 

縁団体が当該認可地縁団体を登記名義人とする当該不動産の所有権の保存又は移転の登

記をしようとするときは、当該認可地縁団体は、総務省令で定めるところにより、当該不

動産に係る次項の公告を求める旨を市町村長に申請することができる。この場合におい

て、当該申請を行う認可地縁団体は、次の各号に掲げる事項を疎明するに足りる資料を添

付しなければならない。 

一 当該認可地縁団体が当該不動産を所有していること。 

二 当該認可地縁団体が当該不動産を十年以上所有の意思をもつて平穏かつ公然と占有

していること。 

三 当該不動産の表題部所有者又は所有権の登記名義人の全てが当該認可地縁団体の構

成員又はかつて当該認可地縁団体の構成員であつた者であること。 

四 当該不動産の登記関係者の全部又は一部の所在が知れないこと。 

② 市町村長は、前項の申請を受けた場合において、当該申請を相当と認めるときは、総務

省令で定めるところにより、当該申請を行つた認可地縁団体が同項に規定する不動産の所

有権の保存又は移転の登記をすることについて異議のある当該不動産の登記関係者又は

当該不動産の所有権を有することを疎明する者（次項から第五項までにおいて「登記関係

者等」という。）は、当該市町村長に対し異議を述べるべき旨を公告するものとする。こ

の場合において、公告の期間は、三月を下つてはならない。 

③ 前項の公告に係る登記関係者等が同項の期間内に同項の異議を述べなかつたときは、第

一項に規定する不動産の所有権の保存又は移転の登記をすることについて当該公告に係

る登記関係者の承諾があつたものとみなす。 

④ 市町村長は、前項の規定により第一項に規定する不動産の所有権の保存又は移転の登記

をすることについて登記関係者の承諾があつたものとみなされた場合には、総務省令で定

めるところにより、当該市町村長が第二項の規定による公告をしたこと及び登記関係者等

が同項の期間内に異議を述べなかつたことを証する情報を第一項の規定により申請を行

つた認可地縁団体に提供するものとする。 

⑤ 第二項の公告に係る登記関係者等が同項の期間内に同項の異議を述べたときは、市町村

長は、総務省令で定めるところにより、その旨及びその内容を第一項の規定により申請を

行つた認可地縁団体に通知するものとする。 

（平二六法四二・追加、令四法四四・旧第二百六十条の三十八繰下） 

第二百六十条の四十七 不動産登記法第七十四条第一項の規定にかかわらず、前条第四項に

規定する証する情報を提供された認可地縁団体が申請情報（同法第十八条に規定する申請

情報をいう。次項において同じ。）と併せて当該証する情報を登記所に提供するときは、

当該認可地縁団体が当該証する情報に係る前条第一項に規定する不動産の所有権の保存

の登記を申請することができる。 

② 不動産登記法第六十条の規定にかかわらず、前条第四項に規定する証する情報を提供さ

れた認可地縁団体が申請情報と併せて当該証する情報を登記所に提供するときは、当該認

可地縁団体のみで当該証する情報に係る同条第一項に規定する不動産の所有権の移転の

登記を申請することができる。 

（平二六法四二・追加、令四法四四・旧第二百六十条の三十九繰下） 

第二百六十条の四十八 次の各号のいずれかに該当する場合には、認可地縁団体の代表者又

は清算人は、非訟事件手続法（平成二十三年法律第五十一号）により、五十万円以下の過

料に処する。 

一 第二百六十条の二十二第二項又は第二百六十条の三十第一項の規定による破産手続

開始の申立てを怠つたとき。 

二 第二百六十条の二十八第一項又は第二百六十条の三十第一項の規定による公告を怠
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り、又は不正の公告をしたとき。 

三 第二百六十条の四十第一項の規定に違反して、財産目録を作成せず、若しくは備え置

かず、又はこれに記載すべき事項を記載せず、若しくは虚偽の記載をしたとき。 

四 第二百六十条の四十第二項又は第二百六十条の四十一第二項の規定に違反して、合併

をしたとき。 

（平一八法五〇・追加、平二三法五三・旧第二百六十条の三十九繰上・一部改正、

平二六法四二・旧第二百六十条の三十八繰下、令四法四四・旧第二百六十条の四十

繰下・一部改正） 
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地方自治法施行規則（抜粋） 

（昭和二十二年五月三日） 

（内務省令第二十九号） 

第十八条 地方自治法第二百六十条の二第二項に規定する申請は、同条第一項に規定する地

縁による団体の代表者が、申請書に次に掲げる書類を添え、当該地縁による団体の区域を

包括する市町村の長に対し行うものとする。 

一 規約 

二 認可を申請することについて総会で議決したことを証する書類 

三 構成員の名簿 

四 その区域の住民相互の連絡、環境の整備、集会施設の維持管理等良好な地域社会の維

持及び形成に資する地域的な共同活動を現に行つていることを記載した書類 

五 申請者が代表者であることを証する書類 

２ 前項の申請書の様式は、別記のとおりとする。 

（平三自省令一一・追加、平一〇自省令三四・平二一総省令三九・平二二総省令三

五・平二四総省令三〇・平二六総省令三九・令三総省令九一・一部改正） 

第十八条の二 地方自治法第二百六十条の三十九第四項において準用する同法第二百六十

条の二第二項に規定する申請は、合併しようとする各認可地縁団体の代表者が、申請書に

次に掲げる書類を添え、当該各認可地縁団体の区域を包括する市町村の長に対し行うもの

とする。 

一 合併後存続する認可地縁団体又は合併により設立する認可地縁団体（以下「合併後の

認可地縁団体」という。）の規約 

二 地方自治法第二百六十条の三十九第三項の認可を申請することについて合併しよう

とする各認可地縁団体の総会で議決したことを証する書類 

三 合併後の認可地縁団体の構成員の名簿 

四 その区域の住民相互の連絡、環境の整備、集会施設の維持管理等良好な地域社会の維

持及び形成に資する地域的な共同活動を行うことを目的とし、合併しようとする各認

可地縁団体が連携して当該目的に資する活動を現に行つていることを記載した書類 

五 合併しようとする各認可地縁団体の規約 

六 申請者が合併しようとする各認可地縁団体の代表者であることを証する書類 

２ 前項の申請書の様式は、別記のとおりとする。 

（令五総省令一二・追加） 

第十九条 地方自治法第二百六十条の二第十項（土地改良法（昭和二十四年法律第百九十五

号）第七十六条の十三第四項及び森林組合法（昭和五十三年法律第三十六号）第百条の二

十二第四項の規定により読み替えて適用される場合を含む。）に規定する告示は、次の各

号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号の場合に該当する旨を明示した上で当該

各号に定める事項について行うものとする。 

一 地方自治法第二百六十条の二第一項の認可を行つた場合 

イ 名称 

ロ 規約に定める目的 

ハ 区域 

ニ 主たる事務所 

ホ 代表者の氏名及び住所 

ヘ 裁判所による代表者の職務執行の停止の有無並びに職務代行者の選任の有無（職

務代行者が選任されている場合は、その氏名及び住所） 

ト 代理人の有無（代理人がある場合は、その氏名及び住所） 
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チ 規約に解散の事由を定めたときは、その事由 

リ 認可年月日 

二 土地改良法第七十六条の十三第三項の通知があつた場合 

イ 名称 

ロ 規約に定める目的 

ハ 区域 

ニ 主たる事務所 

ホ 代表者の氏名及び住所 

ヘ 裁判所による代表者の職務執行の停止の有無並びに職務代行者の選任の有無（職

務代行者が選任されている場合は、その氏名及び住所） 

ト 代理人の有無（代理人がある場合は、その氏名及び住所） 

チ 規約に解散の事由を定めたときは、その事由 

リ 土地改良法第七十六条の十二第二項第五号の日又は同法第七十六条の十三第一項

の認可を受けた日のいずれか遅い日 

三 森林組合法第百条の二十二第三項の通知があつた場合 

イ 名称 

ロ 規約に定める目的 

ハ 区域 

ニ 主たる事務所 

ホ 代表者の氏名及び住所 

ヘ 裁判所による代表者の職務執行の停止の有無並びに職務代行者の選任の有無（職

務代行者が選任されている場合は、その氏名及び住所） 

ト 代理人の有無（代理人がある場合は、その氏名及び住所） 

チ 規約に解散の事由を定めたときは、その事由 

リ 森林組合法第百条の二十第二項第七号の日又は同法第百条の二十二第一項の認可

を受けた日のいずれか遅い日 

四 解散した場合（破産及び合併による場合を除く。） 

イ 名称 

ロ 区域 

ハ 主たる事務所 

ニ 清算人の氏名及び住所 

ホ 解散事由 

ヘ 解散年月日 

五 清算結了の場合 

イ 名称 

ロ 区域 

ハ 主たる事務所 

ニ 清算人の氏名及び住所 

ホ 清算結了年月日 

六 前二号の場合並びに破産及び合併による場合を除くほか、地方自治法第二百六十条の

二第十一項の規定により、告示された事項に変更があつたとして届出があつた場合 

告示した事項のうち変更があつた事項及びその内容 

２ 前項の告示は、遅滞なく行わなければならない。 

（平三自省令一一・追加、平二〇総省令一一八・平二一総省令三九・平二二総省令

三五・平二六総省令三九・平二九総省令一三・令五総省令一二・一部改正） 
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第二十条 地方自治法第二百六十条の二第十一項に規定する届出は、認可地縁団体の代表者

が、届出書に告示された事項に変更があつた旨を証する書類を添え、当該認可地縁団体の

区域を包括する市町村の長に対し行うものとする。 

２ 前項の届出書の様式は、別記のとおりとする。 

（平三自省令一一・追加、平二一総省令三九・平二二総省令三五・平二六総省令三

九・一部改正） 

第二十一条 地方自治法第二百六十条の二第十二項に規定する請求は、請求者の氏名及び住

所、請求に係る団体の名称及び事務所の所在地を記載した証明書交付請求書を市町村長に

提出することにより行うものとする。 

２ 市町村長は、第十九条及び第二十二条の二の四に掲げる事項を記載した台帳を作成し、

前項の請求があつたときは、末尾に原本と相違ない旨を記載した台帳の写しを交付しなけ

ればならない。 

３ 前項の台帳の様式は、別記のとおりとする。 

（平三自省令一一・追加、平二一総省令三九・平二六総省令三九・令五総省令一

二・一部改正） 

第二十二条 地方自治法第二百六十条の三第二項の規定による規約の変更の認可の申請は、

申請書に、規約変更の内容及び理由を記載した書類並びに当該規約変更を総会で議決した

ことを証する書類を添付して行わなければならない。 

２ 前項の申請書の様式は、別記のとおりとする。 

（平三自省令一一・追加、平二〇総省令一一八・一部改正） 

（電磁的方法） 

第二十二条の二 地方自治法第二百六十条の十八第三項に規定する総務省令で定めるもの

は、次に掲げる方法とする。 

一 電子情報処理組織を使用する方法のうちイ又はロに掲げるもの 

イ 送信者の使用に係る電子計算機と受信者の使用に係る電子計算機とを接続する電

気通信回線を通じて送信し、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイル

に記録する方法 

ロ 送信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された情報の内容を

電気通信回線を通じて情報の提供を受ける者の閲覧に供し、当該情報の提供を受け

る者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該情報を記録する方法 

二 磁気ディスクその他これに準ずる方法により一定の情報を確実に記録しておくこと

ができる物をもつて調製するファイルに情報を記録したものを交付する方法 

２ 前項各号に掲げる方法は、受信者がファイルへの記録を出力することにより書面を作成

することができるものでなければならない。 

（令三総省令九一・追加、令五総省令一二・一部改正） 

（電磁的方法による決議に係る構成員の承諾） 

第二十二条の二の二 認可地縁団体の代表者は、地方自治法第二百六十条の十九の二第一項

の規定により電磁的方法による決議をしようとするときは、あらかじめ、構成員に対し、

その用いる電磁的方法の種類及び内容を示し、書面又は電磁的方法による承諾を得なけれ

ばならない。 

２ 前項の電磁的方法の種類及び内容は、次に掲げる事項とする。 

一 前条第一項各号に規定する電磁的方法のうち、送信者が使用するもの 

二 ファイルへの記録の方式 

３ 第一項の規定による承諾を得た認可地縁団体の代表者は、構成員の全部又は一部から書

面又は電磁的方法により電磁的方法による決議を拒む旨の申出があつたときは、地方自治
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法第二百六十条の十九の二第一項に規定する決議を電磁的方法によつてしてはならない。

ただし、当該申出をしたすべての構成員が再び第一項の規定による承諾をした場合は、こ

の限りでない。 

（令四総省令五四・追加） 

第二十二条の二の三 地方自治法第二百六十条の四十一第三項の規定による届出は、届出書

に同法第二百六十条の四十第二項の規定による公告及び催告をしたこと並びに異議を述

べた債権者があるときは、同法第二百六十条の四十一第二項の規定によりその債権者に対

し弁済し、若しくは相当の担保を供し、又はその債権者に弁済を受けさせることを目的と

して相当の財産を信託したこと又は合併をしてもその債権者を害するおそれがないこと

を証する書類を添えて行うものとする。 

２ 前項の届出書の様式は、別記のとおりとする。 

（令五総省令一二・追加） 

第二十二条の二の四 地方自治法第二百六十条の四十四第一項に規定する総務省令で定め

る事項は、次に掲げる事項とする。 

一 合併後の認可地縁団体の名称 

二 合併後の認可地縁団体の規約に定める目的 

三 合併後の認可地縁団体の区域 

四 合併後の認可地縁団体の主たる事務所 

五 合併後の認可地縁団体の代表者の氏名及び住所 

六 合併後の認可地縁団体の裁判所による代表者の職務執行の停止の有無並びに職務代

行者の選任の有無（職務代行者が選任されている場合は、その氏名及び住所） 

七 合併後の認可地縁団体の代理人の有無（代理人がある場合は、その氏名及び住所） 

八 合併後の認可地縁団体の規約に解散の事由を定めたときは、その事由 

九 地方自治法第二百六十条の三十九第三項の認可の年月日 

十 合併前の各認可地縁団体の名称 

十一 合併により消滅する認可地縁団体の名称、区域及び主たる事務所 

（令五総省令一二・追加） 

第二十二条の二の五 地方自治法第二百六十条の四十六第一項に規定する申請は、認可地縁

団体の代表者が、申請書に次に掲げる書類を添え、当該認可地縁団体の区域を包括する市

町村の長に対し行うものとする。 

一 所有権の保存又は移転の登記をしようとする不動産（以下「申請不動産」という。）

の登記事項証明書 

二 申請不動産に関し、地方自治法第二百六十条の四十六第一項に規定する申請をするこ

とについて総会で議決したことを証する書類 

三 申請者が代表者であることを証する書類 

四 地方自治法第二百六十条の四十六第一項各号に掲げる事項を疎明するに足りる資料 

２ 前項の申請書の様式は、別記のとおりとする。 

（平二七総省令三・追加、令三総省令九一・旧第二十二条の二繰下・一部改正、令

四総省令五四・旧第二十二条の二の二繰下、令五総省令一二・旧第二十二条の二の

三繰下・一部改正） 

第二十二条の三 地方自治法第二百六十条の四十六第二項に規定する公告は、次に掲げる事

項について行うものとする。 

一 地方自治法第二百六十条の四十六第一項の申請を行つた認可地縁団体の名称、区域及

び主たる事務所 

二 前条第二項に規定する申請書の様式に記載された申請不動産に関する事項 
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三 申請不動産の所有権の保存又は移転の登記をすることについて異議を述べることが

できる者の範囲は、申請不動産の表題部所有者若しくは所有権の登記名義人若しくは

これらの相続人又は申請不動産の所有権を有することを疎明する者（以下「登記関係者

等」という。）である旨 

四 異議を述べることができる期間及び方法に関する事項 

２ 前項の公告に係る登記関係者等が異議を述べようとするときは、異議を述べる旨及びそ

の内容を記載した申出書に申請不動産の登記事項証明書、住民票の写しその他の市町村長

が必要と認める書類を添えて行うものとする。 

３ 前項の申出書の様式は、別記のとおりとする。 

（平二七総省令三・追加、令五総省令一二・一部改正） 

第二十二条の四 地方自治法第二百六十条の四十六第四項に規定する証する情報の提供は、

前条第一項第二号に掲げる申請不動産に関する事項その他必要な事項を記載した書面に

より行うものとする。 

２ 前項の書面の様式は、別記のとおりとする。 

（平二七総省令三・追加、令五総省令一二・一部改正） 

第二十二条の五 地方自治法第二百六十条の四十六第五項に規定する通知は、第二十二条の

三第二項の規定による異議の内容その他必要な事項を記載した通知書により行うものと

する。 

２ 前項の通知書の様式は、別記のとおりとする。 

（平二七総省令三・追加、令五総省令一二・一部改正） 

 

別記〔略〕 
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対馬市認可地縁団体の印鑑の登録及び証明に関する条例 

平成１６年３月１日 

条例第１７号 

（目的） 

第１条 この条例は、対馬市の一定の区域に住所を有する者の地縁に基づいて形成された団

体のうち地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２６０条の２第

１項の規定に基づく市長の認可を受けたもの（以下「認可地縁団体」という。）の代表者

等に係る印鑑（以下「認可地縁団体印鑑」という。）の登録及び証明に関する事務に関し

必要な事項を定め、地縁による団体の利便を増進するとともに、取引の安全に寄与するこ

とを目的とする。 

（登録資格） 

第２条 認可地縁団体印鑑の登録を受けることができる者は、認可地縁団体の代表者のほか、

次に掲げる者が選任されているときには、代表者に代えてこれらの者（以下「代表者等」

という。）とする。 

(１) 仮処分命令により選任された代表者の職務を代行する者 

(２) 法第２６０条の９に規定する仮代表者 

(３) 法第２６０条の１０に規定する特別代理人 

(４) 法第２６０条の２４又は第２６０条の２５に規定する清算人 

（登録の申請） 

第３条 認可地縁団体印鑑の登録を受けようとする者（以下「登録申請者」という。）は、

登録を受けようとする認可地縁団体印鑑を自ら持参し、市長に対して書面によりその旨を

申請するものとする。ただし、登録申請者が疾病その他やむを得ない理由により自ら申請

することができないときは、委任の旨を証する書面を添えて代理人により申請することが

できる。 

２ 印鑑登録申請書の代表者等の氏名の次に押す印鑑は、対馬市において登録している代表

者等の個人の印鑑（以下「個人印鑑」という。）とする。 

（登録申請の確認） 

第４条 市長は、登録申請者又はその代理人から認可地縁団体印鑑の登録の申請があったと

きは、当該認可地縁団体につき地方自治法施行規則（昭和２２年内務省令第２９号）第２

１条第２項の規定に基づき作成された台帳（以下「地縁団体登録台帳」という。）の記載

事項並びに個人印鑑に係る印鑑登録原票の記載事項及び印影と照合するほか、認可地縁団

体印鑑登録申請書に記載されている事項等について審査した上、登録するものとする。 

（登録印鑑） 

第５条 登録できる認可地縁団体印鑑の数量は、１団体につき１個に限るものとする。 

２ 市長は、登録を受けようとする認可地縁団体印鑑が次の各号に掲げるもののうちいずれ

かに該当する場合には、当該地縁団体印鑑を登録しないものとする。 

(１) ゴム印その他の印鑑で変形しやすいもの 

(２) 印影の大きさが１辺の長さ８ミリメートルの正方形に収まるもの又は１辺の長さ

３０ミリメートルの正方形に収まらないもの 

(３) 印影を鮮明にあらわしにくいもの 

(４) その他登録を受けようとする認可地縁団体印鑑として適当でないもの 

（印鑑の登録） 

第６条 市長は、第４条の規定による確認を終えたときは、直ちに認可地縁団体印鑑登録原

票（以下「登録原票」という。）を作成し、印影のほか規則に定める事項を登録しなけれ

ばならない。 
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（印鑑登録証明書の交付） 

第７条 認可地縁団体印鑑の登録を受けている者（以下「登録者」という。）は、市長に対

して認可地縁団体印鑑登録証明書の交付を申請する場合には、登録している認可地縁団体

印鑑を押印した申請者により自ら申請しなければならないものとする。ただし、やむを得

ない理由により自ら申請することができない場合には、第３条ただし書の規定を準用す

る。 

２ 市長は、前項の申請があったときは、登録原票の登録事項及び地縁団体登録台帳の記載

事項に基づき審査するとともに、認可地縁団体印鑑の印影と登録原票に登録された印影の

照合を行い当該申請が適正であることを確認した上で、申請者に対し、認可地縁団体印鑑

登録証明書を交付するものとする。 

（印鑑登録証明） 

第８条 認可地縁団体印鑑登録証明書は、登録原票に登録されている印影の写しについて市

長が証明するものとし、印影のほか規則に定める事項を記載するものとする。 

（登録廃止の申請） 

第９条 登録者は、当該印鑑の登録を廃止しようとする場合には、市長に対して自ら書面に

よりその旨を申請しなければならないものとする。ただし、やむを得ない理由により自ら

申請することができない場合には、第３条ただし書の規定を準用する。 

２ 前項の申請書には、登録している認可地縁団体印鑑を押印するものとする。 

３ 市長は、登録の廃止の申請があったときは、審査の上当該申請に係る認可地縁団体印鑑

の登録を抹消しなければならない。 

（印鑑の忘失） 

第１０条 登録者は、当該登録された認可地縁団体印鑑を忘失した場合には、市長に対して

直ちに当該印鑑の登録の廃止を申請しなければならないものとする。 

２ 前項の規定による廃止の申請には、個人印鑑を添付するものとする。 

（登録事項の修正） 

第１１条 市長は、法第２６０条の２第１１項の規定に基づく届出により登録原票の登録事

項のうち変更に係るもの（ただし、認可地縁団体の印鑑の登録の抹消に係るものを除く。）

が生じたときは、職権によりこれを修正するものとする。 

（印鑑登録の抹消） 

第１２条 市長は、登録者が次の各号のいずれかに該当するときは、職権により認可地縁団

体印鑑の登録を抹消するものとする。 

(１) 登録者の登録資格に変更が生じた場合 

(２) 法第２６０条の２０の規定により認可地縁団体が解散した場合 

(３) 認可地縁団体の名称又は代表者等の氏名の変更により登録印鑑として適当でない

と認められた場合 

(４) 前３号に規定するものを除くほか、認可地縁団体印鑑の登録を抹消すべき事由が生

じた場合 

（閲覧の禁止） 

第１３条 市長は、登録原票その他認可地縁団体印鑑の登録又は証明に関する書類を閲覧に

供しないものとする。 

（質問調査） 

第１４条 市長は、認可地縁団体印鑑の登録又は証明の事務に関し、関係人に対して質問し、

若しくは関係書類の提示を求め、又は必要な事項について調査をすることができるものと

する。 

（委任） 
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第１５条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１６年３月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日の前日までに、合併前の美津島町認可地縁団体印鑑の登録及び証明

に関する条例（平成１３年美津島町条例第１７号）、豊玉町認可地縁団体の印鑑の登録及

び証明に関する条例（平成８年豊玉町条例第１３号）及び上県町認可地縁団体の印鑑の登

録及び証明に関する条例（平成５年上県町条例第１７号）並びに厳原町認可地縁団体印鑑

規則（平成１３年厳原町規則第３号）の規定によりなされた印鑑の登録及び印鑑登録証明

書の交付その他の行為は、それぞれこの条例の相当規定によりなされたものとみなす。 

附 則（平成２０年１２月２６日条例第３２号） 

この条例は、公布の日から施行し、平成２０年１２月１日から適用する。 
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対馬市認可地縁団体の印鑑の登録及び証明に関する条例施行規則 

平成１６年３月１日 

規則第１７号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、対馬市認可地縁団体の印鑑の登録及び証明に関する条例（平成１６年

対馬市条例第１７号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとす

る。 

（印鑑登録原票） 

第２条 条例第６条に規定する認可地緑団体印鑑登録原票（以下「登録原票」という。）に

は、印影のほか、次に掲げる事項を登録するものとする。 

(１) 登録番号 

(２) 登録年月日 

(３) 認可地縁団体の名称 

(４) 認可地縁団体の事務所の所在地 

(５) 認可地縁団体の認可年月日 

(６) 登録資格 

(７) 代表者等の氏名 

(８) 代表者等の生年月日 

(９) 代表者等の住所 

２ 前項に掲げる事項のほか、市長は、認可地縁団体印鑑の登録及び証明に関して必要と認

めるその他の事項を登録できるものとする。 

（印鑑登録証明） 

第３条 条例第８条の規則で定める事項は、次に掲げるものとする。 

(１) 認可地縁団体の名称 

(２) 認可地縁団体の事務所の所在地 

(３) 登録資格 

(４) 代表者等の氏名 

(５) 代表者等の生年月日 

（申請書等の様式） 

第４条 条例の規定による諸様式は、次の各号に定めるところによる。 

(１) 認可地縁団体印鑑登録申請書（様式第１号） 

(２) 委任状（様式第２号） 

(３) 認可地縁団体印鑑登録原票（様式第３号） 

(４) 認可地縁団体印鑑登録証明書交付申請書（様式第４号） 

(５) 認可地縁団体印鑑登録証明書（様式第５号） 

(６) 認可地縁団体印鑑登録廃止申請書（様式第６号） 

(７) 認可地縁団体印鑑登録抹消通知書（様式第７号） 

（文書保存期限） 

第５条 印鑑に関する文書の保存期限は、次のとおりとする。 

(１) 登録原票の除票 抹消された日の属する年の翌年から５年 

(２) 申請書、届出書等 受理された日の属する年の翌年から２年 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１６年３月１日から施行する。 

（経過措置） 
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２ この規則の施行の日の前日までに、合併前の厳原町認可地縁団体印鑑規則（平成１３年

厳原町規則第３号）、美津島町認可地縁団体印鑑の登録及び証明に関する条例施行規則（平

成１３年美津島町規則第７号）、豊玉町認可地縁団体の印鑑の登録及び証明に関する条例

施行規則（平成８年豊玉町規則第１号）及び上県町認可地縁団体の印鑑の登録及び証明に

関する条例施行規則（平成５年上県町規則第７号）の規定により登録を受けている者に係

る登録原票については、その効力を有する。 

  



 

71 

様式第1号(第4条関係) 

 

認 可 地 縁 団 体 印 鑑 登 録 申 請 書 

 

 対馬市長        様 

 

年   月   日  

  

登 録 し よ う と

す る 認 可 地 縁

団 体 印 鑑 

認 可地 縁団体 の

名 称 
  

  

認 可地 縁団体 の

事 務 所 の所 在 地 
  

      

登録資格   

代表者等

の 氏 名 
印 

代表者等の

生 年 月 日 
年  月  日 

  代表者等

の 住 所 
 対馬市             番地 

  

 上記のとおり認可地縁団体印鑑の登録を申請します。 

 

申請者 □本 人  住 所   対馬市           番地 

 

    □代理人  氏 名                  印 

(注意事項) 

1 この申請は、本人が自ら手続してください。代理人によるときは、委任状が必要です。 

2 登録しようとする認可地縁団体印鑑を併せて提出してください。 

3 登録資格の欄には、代表者、職務代行者、仮代表者、特別代理人又は清算人のいずれ

かを記入してください。 

4 代表者等の氏名の欄に押印する印は、当市に登録されている個人の印鑑を使用してく

ださい。(代理人による申請の場合にも、必ず代表者等の個人の印鑑を押印してくださ

い。) 

5 申請者欄は、申請者が代理人の場合のみ住所及び氏名を記入の上、代理人の印鑑を押

印してください。 
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様式第2号(第4条関係) 

委 任 状 

 

 対馬市長       様 

 

年  月  日  

 私は、 (来庁できない理由を書いてください。) 

のため、下記の者に 

印鑑を ①登録すること ②抹消すること ③証明書を受け取ることを委任します。 

 

 代理人 

  
住所   対馬市               番地 

  

氏名 

 

 委任者 

   認可地縁団体の名称                            

  
認 可 地 縁 団 体 の

事 務 所 の 所 在 地    対馬市                  番地 

 

   (代表者等) 

    住 所   対馬市                      番地   

 

    氏 名                           印     

 (注意事項) 

 この委任状は、委任者本人が書いてください。 
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様式第3号(第4条関係) 

 

 

 

認可地縁団体印鑑登録原票 

  登録番号   登録年月日 年 月 日   抹消年月日 年 月 日   

  

  

印 鑑 

  
認可地縁団体の

名 称 
  

  

認可地縁団体の

事務所の所在地 
    

登録資格     

代表者等の

氏名 
  

代表者等の

生年月日 
年  月  日 

代表者等の

住所 
  

認可地縁団体の

認 可 年 月 日 
年   月   日 

登録事項

修 正 

修正年月日 修正原因 修 正 箇 所 修正者 

年 月 日       

年 月 日       
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様式第4号(第4条関係) 

 

認可地縁団体印鑑登録証明書交付申請書 

 

 対馬市長       様 

 

年   月   日  

  

登 録 さ れ て い

る 認 可 地 縁

団 体 印 鑑 

認 可 地 縁 団 体 の

名 称 
  

  

認 可 地 縁 団 体 の

事 務 所 の 所 在 地 
        

登録資格   

代表者等

の氏名 
印 

代表者等の

生年月日 
年  月  日 

  

  

 

 上記のとおり認可地縁団体印鑑登録証明書   通の交付を申請します。 

 

 申請者 □本 人  住 所   対馬市          番地 

 

     □代理人  氏 名                印 

 

(注意事項) 

1 この請求は、本人が自ら手続してください。代理人によるときは、委任状が必要です。 

2 登録資格の欄には、代表者、職務代行者、仮代表者、特別代理人又は清算人のいずれ

かを記入してください。 

3 申請者欄は、申請者が代理人の場合のみ住所及び氏名を記入の上、代理人の印鑑を押

印してください。 
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様式第5号(第4条関係) 

認可地縁団体印鑑登録証明書 

  

印 影 

  

認可地縁団体の

名 称 
  

  

  

 

認可地縁団体の

事務所の所在地 
  

  登録資格   

  代表者等

の氏名 
  

代表者等の

生 年 月 日 
年  月  日 

 

 

 この写しは、登録された印影に相違ないことを証明します。 

 

 

      年   月   日 

 

 

対馬市長          印  
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様式第6号(第4条関係) 

 

認可地縁団体印鑑登録廃止申請書 

 

 対馬市長       様 

 

年   月   日  

  

廃 止 し よ う と

す る 認 可 地 縁

団 体 印 鑑 

認可地縁団体の

名 称 
  

  

認可地縁団体の

事務所の所在地 
        

登録資格   

代表者等

の氏名 
印 

代表者等の

生年月日 
年  月  日 

  

代表者等

の住所 
 対馬市           番地 

  

 

 上記のとおり認可地縁団体印鑑の廃止を申請します。 

 

 申請者 □本 人  住 所   対馬市             番地 

 

□代理人  氏 名                        印 

 

(注意事項) 

1 この申請は、本人が自ら手続してください。代理人によるときは、委任状が必要です。 

2 登録している認可地縁団体印鑑を亡失された場合は、当市において登録されている代

表者等の個人の印を代表者等の氏名欄に押印してください。 

 (代理人による申請の場合も、必ず代表者等の個人の印を押印してください。) 

3 登録資格の欄には、代表者、職務代行者、仮代表者、特別代理人又は清算人のいずれ

かを記入してください。 

4 申請者欄は、申請者が代理人の場合のみ住所及び氏名を記入の上、代理人の印鑑を押

印してください。 
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様式第7号(第4条関係) 

 

第     号  

 

年  月  日  

 

 

          様 

 

 

対馬市長             

 

 

認可地縁団体印鑑登録抹消通知書 

 

 

 貴団体の印鑑の登録を下記のとおり抹消したので通知します。 

 

 

記 

 

 

1 登録番号 

 

2 登録年月日       年   月   日 

 

3 抹消年月日       年   月   日 

 

4 抹消の理由 

 

  



 

 

 

「認可地縁団体の手引き」 

 

令和５年８月作成 

 

 

 

編集 対馬市総務部総務課 


